
令和５年度 第３回山梨県公立大学法人評価委員会次第 

 

【日  時】 令和５年８月２３日（水）午後２時から午後４時 

【開催場所】 山梨県立大学飯田キャンパスＡ館２階 大会議室 

 

 

開 会 

 

１ 委員長あいさつ 

 

２ 議 題 
 

（１）令和５年度第２回山梨県公立大学法人評価委員会議事概要（案）について 

（２）公立大学法人山梨県立大学令和４年度業務実績に関する評価結果（案）について 

（３）その他 

 

３ 評価結果伝達・講評 

 

４ 公立大学法人山梨県立大学理事長あいさつ 

 

閉 会 

 

 

 

 

 

 

【配付資料】 

   資料１ 令和５年度第２回山梨県公立大学法人評価委員会議事概要（案） 

   資料２ 公立大学法人山梨県立大学令和４年度業務実績に関する評価結果（案） 

   資料３ 令和４年度業務実績評価に係る論点整理表 

   資料４ 公立大学法人山梨県立大学令和４年度業務実績報告書（追記版） 

資料４－１ 評価委員からの質問・指摘に関する県立大学の回答 
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令和５年度第２回山梨県公立大学法人評価委員会 議事概要（案） 

 

１ 日 時 令和５年７月５日（水）午後２時００分～午後４時００分 

２ 場 所 山梨県立大学飯田キャンパス A 館６階サテライト教室 

３ 出席者 委 員 一之瀬滋輝 小川忍 黒澤尋 德永保 山口由美子 

法 人 早川理事長 藤原副理事長 ほか 

事務局 武井私学・科学振興課長 ほか 

 

 

＜公立大学法人山梨県立大学 早川理事長あいさつ＞ 

評価委員の皆様におかれましては、御多忙の中、御出席頂き感謝申し上げる。 

大学を取り巻く環境は、少子化に加えて、昨今のＡＩ技術の進歩・普及等々、急激に変化

し、かつ厳しいものとなっている。 

そういった中において、評価を通して教育・研究含めた運営改善を行い、地域の拠点大学

としてより一層対応できるようにしていきたいと考えている。 

本日はどうぞよろしくお願い申し上げる。 

 

＜委員長あいさつ＞ 

今回は久しぶりに対面での開催となるが、皆様の協力を頂きながら円滑に進めていけたら

と思う。 

大学を取り巻く環境については、法律改正も行われる等急激に変化しており、大学の評価

も難しくなってきているが、委員の皆様にご協力を頂きながら進めていきたいので、どうぞ

よろしくお願いしたい。 

 

＜議題＞ 

●（１）令和５年度第１回山梨県公立大学法人評価委員会議事概要（案）について 

 審議の結果、案のとおり了承された。 

 

＜議題＞ 

●（２）令和５年度入学者選抜試験の結果及び令和４年度卒業生の就職状況について 

 

〇法人 

 資料２により説明 

 

〇委員  

 県内就職率について、本店が県外にある企業の山梨県内の事業所に就職した場合、県内・

県外どちらの就職にカウントされているのか教えて頂きたい。 

 また、最近では、就職してもすぐに離職してしまう若者も増えているが、卒業生の離職率

のデータがあれば教えて頂きたい。 

 

委員の皆様の承認後、山梨県ホームページに掲載します 資料 1 
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〇法人  

 本店の所在地が県外にあった場合は、県内・県外どちらへの就職にカウントされているか

ということについては、基本的には山梨県内に本店がある企業に就職した学生について県内

就職としてカウントしているが、企業から就職面接時等において、県内に就職できるという

説明がなされた場合は県内への就職としているところもあるので、本店の所在地とは必ずし

も一致していない。 

離職した学生に対してどうするかということについては、委員のおっしゃるとおり就職後

２、３年で離職する学生も増えているので、そういった学生に対する就職相談についても、

キャリアサポートセンターで、企業を紹介するようなことを行っている。 

離職した学生数や離職率といった情報をどのように把握していくかということは現在検討

中であり、離職する学生が出ないようにとはなかなか言い切れないが、卒業生がどのような

形で社会を過ごしているかということについても情報を把握しながら、対応していきたいと

考えている。 

 

〇委員 

 卒業生からのアプローチが基本で、大学から卒業生に対してアプローチをするといったこ

とは行っていないか。 

 

○法人 

大学から卒業生にアプローチしていくのは、なかなか難しいのではないかと考えている。

ただ、特に県内の企業とは情報交換をしっかり行っていきたいと考えており、卒業生の状況

について話をしていきたい。県内の企業から必要とする人材を育てていくことが県立大学の

使命としているので、良い関係を築いていきたい。 

 

〇法人 

 少し補足させて頂くと、ＳＰＡＲＣ事業により特任教員を採用したところであり、今後県

内企業に就職した本学の卒業生に直接インタビューを行って、離職も含めて意見等を聞きな

がら今後の対応をしていきたい。そういったデータが集まったところで、少し先になるがお

示ししていきたい。 

 

○委員長 

私が在職していた頃は、３年以内の離職が多くてということが問題になっていた。時代は

変わってきて、昔は職場に馴染めないから離職するということが多かったように思うが、最

近では産業構造が大転換してきて、どんどんスキルが移動している。自分のスキルを磨いて

積極的に社会移動するということがアメリカで増えていて、昔は１つの企業に平均６年ぐら

い在職していたものが、最近では２年半とかになっている。 

日本でも、岸田内閣の新しい資本主義の中で、社会移動・労働移動を積極的に進めていく

としていることから、以前のように一度就職したら、そこで一生懸命長く働き続ける、それ

がうまくいかない人に対してフォロー、離職相談を行うという状況は変わってきている。む

しろ、どんどん自分でスキルアップ、リスキリングして、キャリアアップしていくというよ

うな積極的な労働移動が増えているので、どうやってそれをフォローしていく、相談を受け
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ていくといった今までのスタンスを変えていく必要があると思う。 

 

○法人 

 いわゆるキャリアアップということで最近の学生は、やはり３年程度で会社を変えていく

というのがだんだん多くなっている。昔みたいに、その職種が合わないから辞めるとう消極

的な離職ではなくて、積極的にキャリアアップを行う、或いは起業するといった、かなり多

様な状況になっている。 

ご指摘頂いたとおり、卒業生の動向を把握することは重要になってくると思うので、今後

追跡調査を行っていく必要があるかと思う。 

  

○委員 

 離職のことについて、看護学部に限ってしまうが、感染症等の対応の影響で看護師の離職

率が高く、看護師不足というのが増えている。 

看護協会でも、再就職先の紹介など取り組んでいるが、大学の方でも卒業生のフォローアッ

プについて、キャリアサポートセンターと連携しながら、再就職に繋がる取組をお願いした

い。 

 

○法人 

承知した。連携を取りながら、うまく対応していきたいと思う。 

 

○委員 

 入試についてお聞きしたいが、大学院の入試について詳しい説明はなかったが、修士課程・

博士課程の数字、これは看護学研究科の数字だと思うが、拝見すると定員割れて全入の状態

になっている。これは令和４年度のみの数字のようだが、これ以前の数字はどうだったか。 

 

○法人 

 定員を下回ったのは令和４年度だけで、コロナの影響もあったと思うが、前年度には後期

課程で定員を超えた入学生がいたので、全体の定員としては割れているということはない。 

 

○委員 

就職状況について、国際政策学部と人間福祉学部では進学者がいるようだが、県立大学に

はまだ大学院がないので他大学の大学院に進学していると思うが、どこの大学院に進学して

いるのか。 

 

○法人 

 筑波大学の大学院や、北陸先端科学技術大学院大学等に進学している。国際政策とか地域

活性化といった本学と同じ分野を学べることが大きいと思う。 

 

＜議題＞ 

●（３）令和４年度財務諸表等 について 
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〇法人 

 資料３～７により説明 

 

○委員長 

国立大学では、事業部門ごとにコストパフォーマンスについて分析を行っていて、学部や

学科ごとにどれだけお金や人員を投入して、別に儲けろとか利益を上げろということではな

いが、どれだけ資源を投入して、どれだけのパフォーマンスがあったかについて確認すると

いうことを必ずやることになっている。そういう事業部門ごとのコストパフォーマンス分析

というのは企業経営者にとっては当たり前じゃないかと思うが、こういったことについて着

手はされているか。 

 

〇法人  

 現状そこまで着手出来ていない。ご指摘の通りだと思うので、そういった視点から分析を

考えていきたい。  

 

〇委員  

 前年度比で教員人件費が増加しているが、要因は何か。また、その他未収金についても前

年度より大幅に増えているが、要因は何か。 

 

○法人 

教員人件費については、昨年度末退職者が例年に比べて非常に多く、退職手当が増加した

ためである。未収金についてはまた調べた上で回答させて頂く。 

 

○委員 

補助金等収益が前年度比で８８００万のプラスになっているが、補助金が増えた要因は何

か。 

 

○法人 

文部科学省の補助金で、山梨大学と一緒に採択されたＳＰＡＲＣ事業が大きく貢献してい

る。本日の配布資料の中で山梨県立大学データというファイルがあるが、その６１ページを

ご覧頂くと令和４年度の補助金をまとめて示しているが、ＳＰＡＲＣ事業、ＣＯＣ＋Ｒ事業

といった補助金を受けている。  

 

〇委員長 

 最近特に私立大学では、余剰資金を上手く運用して利益を出しているところもあるが、県

立大学では、そのような資金運用は認められているか。 

  

○法人 

 各事業年度で余剰金が出た場合には積立金としているが、積立金は教育施設の改善等に使

用しており、運用して営業外利益を出すということには使用していない。 
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＜議題＞ 

●（４）令和４年度業務実績報告書について 

 

○事務局 

 評価方法等について説明 

 

○委員 

 例えば、大項目の研究水準及び研究の成果等に関する目標は、小項目が番号で言うと１８、

１９の２つしかないが、１９は評価対象外となっている。この場合、大項目評価についても

１９の評価のみに基づいて行えばいいのか、１８、１９の２つに基づいて評価を行えばいい

のか教えて頂きたい。 

 

○事務局 

 評価対象外となっている項目は考慮しないで、この部分に関しては１８番の評価に基づい

て評価をお願いできればと思う。 

 

〇法人 

 業務実績報告のうち、全体的な事項について資料８により説明 

 

○法人 

 業務実績報告のうち、「教育に関する目標」について資料８により説明 

 

〇委員長  

 データサイエンス教育については、検討を行ったということで，実施はまだしていないと

いうことで良いか。 

 

〇法人  

 実施は令和６年度からを予定しているが、現在すでに山梨大学と連携して、山梨大学のデー

タサイエンス系の科目を連携開設科目として本学の学生が履修している。 

また、データサイエンス系の科目は、ここ数年教養科目の中で必修化を行うとともに、科

目を増やしている状況である。 

 

○委員長 

 国では、データサイエンスを実施している大学の認定制度を開始しており、国公私立合わ

せれば既に２００以上の大学が認定を受けている。山梨県立大学では認定を受けているか。 

 

○法人 

 まだ受けられていない。今後認定を受けられるように進めていきたい。 

 

〇委員  

 国家試験の合格率については、福祉も看護も１００％を目指して頂きたいなと思うが、例
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えば、成績の悪い学生は国家試験を受けられないようにしているというようなことはないか。

それとも全ての学生が合格できるようサポートを行っているのか。 

 

○法人 

 学部の教員を中心に、かなりきめ細かく対策講座を夏期休暇や春期休暇も含めて行ってい

て、決して成績の悪い学生が受けられないということはなく、全員が合格できるようにサポー

トを行っている。 

 

○法人 

 業務実績報告のうち、「研究に関する目標及び大学の国際化に関する目標」について資料８に

より説明 

 

〇委員長  

 身延町と連携して地域振興に取り組んでいるという話については非常に良い取組だと思う

が、こういったことは地域貢献の部分にも記載して頂きたい。これが本来県立大学として求

められる研究であり、こういった研究が実って学部や大学院と連携して、何か教育プログラ

ムが出来ればいいのかなと思っている。 

 

○法人 

 国際政策学部では、委員長のおっしゃるように、地域へ学生が実際に出かけて、フィール

ドワークを通して、様々な地域振興を研究テーマとして発展させていくという、それは本来

県立大学の一番アピールすべきことで、現在活発に行われているので、ぜひ大学院教育にも

発展させていきたい。中期計画にも盛り込んでいるが、国際政策学部の上に立つ、地域振興

を１つのポイントにした修士課程の設置に向けて、今もう検討を始めているが、実現させて

いきたいので、御指導をお願いしたい。 

 

○委員 

 今の身延町と連携に関して、様々な分析を行った上で、研究成果を皆さんにフィードバッ

クしたということだが、その研修結果或いは成果というのは、普遍的なものか。というのは、

身延町に限らず過疎に悩んでいる市町村は数多くあり、身延町をフィールドとして研究した

成果は他の市町村にとっても活用できるものなのか、もし普遍的なものであれば、そういっ

た活動は非常に有益かと思う。 

 

○法人 

 研究成果については根拠資料の２０－７で示しているが、その研究成果の７７ページの持

続可能性に向けてというのをご覧頂きたい。身延町は不利な地域のように見られがちだが、

住民の方に話しを伺うと、相当数の住民が環境に満足しており、ここに住み続けたいと考え

ているという結果が出ている。 

 住民が安心して暮らせるような環境を整えていくことが大事じゃないかということと、移

住してくる方もいて、今後は空き家を活用しながら持続可能な地域作りということも我々の

研究テーマとして今後取り組んでいきたいと考えている。 
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○法人 

 業務実績報告のうち、「地域貢献に関する目標」について資料８により説明 

 

○法人 

 業務実績報告のうち、「管理運営等に関する目標」について資料８により説明 

 

〇委員長 

 以前は、教育は教育、研究は研究、地域貢献は地域貢献というように分かれていて、私が

評価委員となって最初の質問が、地域研究交流センターで地域課題を掘り起こしたというの

でそのことを大学全体の教育とか研究に反映することを検討しているかと聞いたところ、梨

の礫だった。もうどの部分が地域貢献か、どの部分が教育なのか、当たり前ではあるが渾然

一体となっている。 

これは大変結構なことではあるが、その地域課題を掘り起こし、課題解決のための研究を

行った場合、実績報告書には地域貢献と研究活動の両方に記載して頂いて、この部分につい

ては、研究活動と重複している等分かるようにして頂けたらと思う。 

それから、先ほどの教育の学士課程の部分で、ＳＴＥＡＭ教育を全学共通科目として行っ

ているとのことであったが、むしろ地域貢献の部分にも、きちっとその共通科目として行っ

たというのであれば、同じぐらい強い表現で記載しても構わない。学士課程の部分で記載し

て頂いた上で、この部分は地域貢献と重複しますということが分かるようにして頂けると評

価委員会としても助かるかなと思う。 

他に委員の皆様から御意見等がなければ、これから実際に評価作業に取りかかって頂くこ

とになるが、評価方法等について質問があればお伺いしたい。今回が初めての評価となる委

員もいるので不安かと思うが。 

 

○委員 

私も２回目なので、非常に不安ではあるが、本日実績報告について説明を頂いて、報告書

にも細かくまとめて頂いてあるので、持ち帰ってまた検討させて頂きたい。 

本日配布された根拠資料は持ち帰っても構わないか。 

 

○法人 

構わない。 

 

○委員 

 参考資料４の評価表のデータは既に評価委員には送られているということで大丈夫か。 

 

〇事務局  

 メールにてお送りしている。 

 

＜議題＞ 

●（５）令和５年度計画について 
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〇法人 

 年度計画について資料９により説明 

 

〇委員長 

 ＳＰＡＲＣの取組がもう少し早くできないか。私が少し残念に思うのは、求める人材像の

明確化というのがまずあると思うが、令和４年度からやっているので昨年度中には意見集約

が終わっているくらいが望ましい。経済界の方が積極的にやって頂けないかという気がする。 

 色々な資格制度がここ５年くらいでもつかもたないかというのがあって、特に児童福祉は、

人口が減少し資源が縮小していく中で、東京では児童福祉というのが存在するかもしれない

が、地域では児童福祉が単独で存在するのはあり得ないわけで、社会福祉全体の中であると

か教育の一環とか色々な形がある。そうすると、児童福祉専門の人を育てる、老人の介護か

ら児童福祉まで全部わかるとか地域もわかるとか小学校のこともわかるみたいな。看護で言

えば、当然これから遠隔地医療になるわけで、医師がいなくても看護師がいればリモートで

医療が受けられるというのが常識になる。そうすると山梨県立大学の看護としては、厚生労

働省はそこまで求めてはいないが、修士課程くらいでは、リモートの遠隔地医療ができるよ

うな看護師を重点的に育成していくというようなことは当然必要。 

一方で、文部科学省のことで言えば、３～４年前から小学校と中学校の教員をセットにし

て、中学校に小学校の教員も張り付けてそこから出勤するような仕組みを整えている。もう、

小学校と中学校別々に教員を置けないので、小中学校をセットにしてやっていくというよう

な。東京では今の制度が残るかもしれないが、山梨県のように人口減少幅が大きいとか僻地

が多くある地域では、どんどん新しい仕組みに合わせて、もう少しハイペースで、深く考え

すぎないでパッと目標を決めて、それに合わせて山梨県立大学がどのような人材を育成して

いくか決めるべき。 

 昔のように慎重に考えるのではなく、さっさと考えて、専攻を作るとかいうのではなく、

プログラムでやってみるというようなことが今求められている。私とすれば、できるだけ早

く人材像を明確にして頂いて、それに応えてプログラム等実行して頂けないかと言うことを

強く希望する。 

 

〇法人 

 確かに今社会の流れが非常に速くなってきており、先生のおっしゃるようにＳＴＥＡＭ教

育についても制度設計に時間をかけてやっていると遅れをとってしまうような時代だと思う。

先ほどおっしゃったプログラムの話で、なるべく社会の要請をすぐに実際のプログラムに乗

せるようなシステムにしたいと思うので、そういった面で出来るものからどんどんやってい

きたいと思う。 

 

〇委員 

 今年度の計画という中で、ＳＰＡＲＣとはどういう関係なのか。ＳＰＡＲＣとはどのよう

に事業を分けているのか。 

この間共同宣言を行ったキャリアアップユニバーシティ構想を県で広めようとしていると。

それは要するに、キャリアアップ、所謂人材育成というところに、県或いは産学官が協力し
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てやっていきましょうということだが、このあたりについて今年度どのような計画でやって

いくのか、伺いたい。 

 

〇法人 

 今おっしゃった山梨県のキャリアアップユニバーシティ構想だが、これは現在言われてい

るリスキリングが主体になると思う。これについて、本学は当然県立の大学として積極的に

参画していくつもりである。 

授業としては、ＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩがあり、この中には例えば観光高度化人

材育成プログラムというものがあるが、県内の社会人と本学の学生が一緒に学んでいる。す

ぐに役立つ内容も入っているので、こういったものをさらに大きく展開して、リスキリング

にも協力していくつもりである。他は具体的には説明していないが、看護師の英語教育、患

者が医師にかかるときに看護師に必要な英語能力を高められるというようないくつかのプロ

グラムを展開しているため、そういったことに力を入れていきたい。 

そういったものも含めて、経済界も含めぜひ地域連携プラットフォームでご意見を出して

頂き、それを実際の教育につなげていきたいと考えているので、よろしくお願いしたい。 

 

〇委員 

 ＳＰＡＲＣとの関係はどうなっているのか。 

 

〇法人 

ＳＰＡＲＣも最終的には地域人材を養成していくプログラムであるが、ＳＰＡＲＣはどち

らかというと、大学の学部や学科の中の教育プログラムを変革していくのが主体である。 

一方ＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩは、大学にあるプログラムとは別に、地域の実務家

にも協力を頂き、大学の教育プログラムとは別にプログラムを展開していくという違いがあ

る。 

最終的な目標は同じだが、ＳＰＡＲＣは大学の今あるプログラムを改革していくことが中

心。それからＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩの方は、大学のプログラムとは別に外だしで、

もちろん大学の科目はどんどん利用していくが、いわば副専攻のような形で進めていくのが

ＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩである。 

 

〇委員長 

例えば、一橋大学は新しい学部を作ったが、今まで外でやっていたプログラムを大学の中

に取り入れることによって新しい学部を作った。将来的には、理想的な状況で言えば大学の

中のプログラムと外のプログラムが連続的になって、資源的にも非常に有効利用になってい

るようなことが理想だが、なかなかすぐにそうはいかない。 

ただ、例えば学部の教育については従来の形でしっかりやって、大学院の修士課程で高度

人材育成の時は、先生がおっしゃるようにその他のプログラムと関係するプログラムにして

頂くような形で、一応、大学の課程では学生対象レベルの、大学院の課程では職業訓練に近

い内容というイメージ。 

あと、ＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩの学内プログラムの場合は、厚生労働省の職業訓

練給付は受けられるのか。 
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〇法人 

 職業訓練給付の対象にはなっていない。 

実際、企業或いは自治体ＯＢのような方を教員に迎えて、それに本学が関わって、かなり

実践的なプログラムになっている。 

 

〇委員長 

今回新しい経済財政骨太の方針で今、職業訓練給付っていうのは、結局は厚生労働省関係

の団体や企業を通じて給付しているところが多いが、これを全部個人給付に切り替えていく。

個人給付を５０％、３年以内に５０％を超えるみたいな形で、そうすると、個々の労働者が、

給付金をもらって、それを自分が受けたいところへ持っていってお金を払うという方向を目

指している。 

現政権がやるかわからないが、一応そういう方向に進んでいるので、そういう人もお金を

持ってきてくれるようなことが今後期待できるようになった。 

 

〇委員 

ぜひお願いをしたいが、先ほど話が出ていた No.３０の認知症の看護課程であるが、看護

実践開発研究センターで認知症のＡ課程の実績があるので、やはり特定行為ができるＢ課程

をぜひ早く実現していただきたい。というのも、山梨県は高齢化が進んでいて、認知症の方

の課題というのはとても大きくなっているため、実現に向けてぜひお願いをしたい。 

もう一つ No.１８のところで、災害支援という話があったが、今厚生労働省の委託事業で

日本看護協会の災害支援ナースが活動しているが、それが自然災害だけではなく、今度のコ

ロナ感染症、パンデミックにも備えて、災害レベルの感染症に対応できる技術を持った、感

染症と指定災害の両方に対応ができる災害支援ナースを育成するということで、今年度研修

を組み立てて、令和６年度から国に登録をして全国レベルで派遣できる体勢を構築するとい

う厚生労働省の動きがある。ぜひその辺も加味した中で研究の方をして頂ければ。 

また、協会としても情報共有ができていければと思っているので、よろしくお願いする。 

 

〇法人 

特定行為の方は現在検討に入っているので、ぜひ進めていきたい。 

災害支援の方は、本学の担当理事を中心にまたご相談させて頂きながら進めていきたい。 

 

〇委員 

先ほどのデータサイエンスの話で、既に委員長から御指摘があったところだが、せっかく

なので、認証申請をするというのを目標にあげたらよろしいのではないか。 

 

〇法人 

 検討に入りたい。 

 

＜議題＞ 

●（６）その他 
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○事務局 

 独立行政法人法の改正について説明 

 

〇委員長 

 今後のことについては、評価委員と県だけでどうしていくのか話し合う場を持ちたいと思

う。山梨県立大学の中期目標期間は来年度までだったか。 

 

〇事務局 

 令和９年度まで。 

 

〇委員長 

 どのような形で評価指標を定めて年度計画を廃止していくのか、また機会をつくり委員の

方々から御意見を聞きながら、今後の方針を決めていくということでお願いをしたい。 

 

〇法人 

 対話型ＡＩサービスへの対応について説明 

 

〇委員長 

 もともとＡＩとはどういうものなのか、学生にきちっと原理原則から教える必要があると

思うし、本当に生成ＡＩを使っていくのであれば、普段から使っている人なら構わないが、

社会課題を入力するとなった途端に学習のネタにされてしまう。 

例えば、東洋大学のある学部では、Ｃｈａｔ ＧＰＴの元であるＧＰＴ４をベースに有料

サービスでもって学内の閉じたシステムを使っているので、その中では専門的なことを入力

しても問題ない。有料サービスなので、そのような場合は山梨県庁にも協議が必要になって

くるが、経済界を含めて、自分たちで有用なサービスを、それこそアライアンスやまなしみ

たいなものの中でそのようなことをやっていくことを検討しているのか。 

 私もＡＩについて説明している関係で色々勉強してきたが、従来のように事前に学習させ

ると言うよりも、プロンプトエンジニアリング、プロンプトをかなり工夫してやっていると

ころがこれまでと違う。新概念がプロンプトエンジニアリングということになっている。や

はり、学生にも最新の情報を提供して、教えるというよりも一緒に勉強するような専門的な

時間を作らないと。今のことを学生に言ってもこれから成長していくことを考えたら、今エ

ンジニアが直面している課題を含めて生成ＡＩの原理をきちっと学生が学ぶ機会を提供すべ

きだと思う。単独では難しいのでアライアンスやまなしで生成ＡＩ、マシンラーニングにつ

いて授業科目をつくるというのは考えているか。 

 

〇法人 

 最初のアライアンスやまなしの話であるが、正直なところそこまで話は出ていないが、委

員長の考えと同じで、特にＣｈａｔ ＧＰＴについてはまだまだ未熟だと思う。私自身も研究

で真剣に向き合って使うが、まだまだ掴んでいる情報がものすごく少ない。 

少ない情報の中で答えを出そうとするので、答えは全然使いものにならない状況だと思う。
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どういった情報を集めいているのかが一番怖い。自分たちの研究の情報を入れると、それを

全て外に出すことになるので、理想は委員長がおっしゃったように、ある程度クローズの、

入力したデータが外に出ない状況で、かつ十分な信頼のあるデータを入れ込んだＣｈａｔ Ｇ

ＰＴのようなものを使えるのが理想だと思う。それは大学アライアンスやまなしのような、

例えば山梨県と協働して或いは信頼のあるメーカーに入って頂いて、そういったシステムを

構築し、その中で行政とか目的を決めて使っていく。そういったプログラム、ツールを作っ

ていくのが理想だと思う。山梨大学は研究者が大勢いるのでぜひそういったチャレンジをし

ていければいいなと思う。 

 

〇委員長 

 東洋大学では、ある学部だけだが使っているので、1 人だけでも良いので、どれだけのお

金を使ってどれだけのことができているのか東洋大学の例を見てきてもいいのでは。 

 

〇法人 

 学生も入れて研修会を行ったところだが、学生の質問で、学生もそれなりに勉強している

ようで、Ｃｈａｔ ＧＰＴというのはよく言われているように、要するに人間の感情とか感性

は表現できない。そういったことは学生も理解はしている。むしろ学生の方から、講演する

先生に、Ｃｈａｔ ＧＰＴに人間らしさとかそういったものができるのかどうか、その辺の区

別はどうするのかみたいなレベルの高い質問が出ていて驚いたところ。学生は学生でかなり

勉強しているので、委員長がおっしゃったようにベースになったアルゴリズム、ベースに関

する教育が今後重要になっていくと思う。 

ぜひ、山梨大学にも先生がたくさんいらっしゃるので、協力をして頂いて、なるべくこう

いったものを先取りと言ったらおかしいが、注意を十分しつつ積極的に生かしていければ良

いと思っている。 

 

〇委員長 

 東京工業大学の先生が実験して、Ｃｈａｔ ＧＰＴに中学生の数学モデルを解かせてみたと

ころほとんどできなかった。連立方程式が全滅だったらしい。ところが、連立方程式につい

てプロンプトの中で論理的に考えるよう言ったら３０％に上がったとか、段階別に考えるよ

う言ったら５０％に上がったとか。そういった形で、Ｃｈａｔ ＧＰＴは何がどこまでできる

のかということ自体がまだまだ研究対象になっているというところ。 

 そういった点は、県庁の方も使いたいだろうし、企業の方も使いたいので、大学サイドの

先生方が主体的に、何がどこまで使えるのかということを示して、医療現場だって先生方が

全部を奨励しているわけではないので、症状と過去の症例を見て何がどこでという話もある

し、私が出た法律の学部で言えば判例や法令はＣｈａｔ ＧＰＴに全部聞いた方が早い。でも

それが、弁護士事務所で契約書を書かせたときに大丈夫かどうかというのはある。アライア

ンスやまなし、県、経済界でもやって頂きたい。ＣＯＣ＋ＲやＳＰＡＲＣあたりでできるの

かと思う。 

 

以上 
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１ 全体評価 

（１）過年度評価結果の概要 

    山梨県立大学は、平成２２年４月１日に公立大学法人山梨県立大学（以下「法人」

という。）として再出発した。法人の毎年度の業務の状況については、山梨県公立大

学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が毎年度の評価を行っている。な

お、直近の評価結果は次のとおりである。 

 

◆令和３年度評価結果の概要 
 

 
・ 第２期中期目標の達成に向け、適切な取組がなされているとともに積極的

な対応や展開が図られており、総じて年度計画に記載された項目については

順調に進められ、令和３年度の業務実績は計画どおりの進捗状況であると評

価する。 

・ 中でも、学生支援の取組、地域貢献に係る一部の取組、社会人教育の充実

に関する取組、財務内容の改善に向けた取組においては、多くの成果が見受

けられる。 

・ 特筆すべきは、県内企業等と連携して「大学による地方創生人材教育プロ

グラム構築事業」（ＣＯＣ＋Ｒ事業 ）を積極的に展開し、新たに「観光高度

化人材育成プログラム」「地域づくり加速化人材育成プログラム」、学生と社

会人の垣根を超えた教育プログラムを地域に提供し、地方創生を目的とした

人材育成等に取り組んだことであり、計画を上回る実績であると評価する。 

今後、ＣＯＣ＋Ｒ事業をはじめ、県や市町村、経済団体や企業等との連携 

を積極的に進め 、社会人のリスキリングの場をより広く提供するなど、地

域貢献に資する取組を実施できるよう、検討を進めていただきたい。山梨県

立大学が、山梨県の「知の拠点」「県民の学びの場」として発展していくこ

とを期待したい。 

また、ＣＯＣ＋Ｒ事業において、全国で４つの事業責任大学の１つに採択

されたことや、当該事業をとおして、５年間で総額１億６，９７９万円の外

部資金を獲得したことは、法人の財務状況改善の観点からも高く評価する。 

・ 「大学アライアンスやまなし」については、山梨大学と共同で設置してい

る連携開設科目の増設や、山梨大学との消耗品等の共同調達による経費削減

など、多様な取組を推し進めており、今後、法人の業務運営の改善及び効率

化の観点からも、更なる展開が期待される。 

・ 特に、大学等連携推進法人である「大学アライアンスやまなし」の枠組み

を活用して、山梨大学と連携しながら、大学を拠点とした新型コロナワクチ

ン接種を全国に先駆けて実施し、所属学生に留まらず、地域住民や関係機関

にも拡大して実施したことは、多大なる地域貢献と評価できる。 

・ 令和３年４月には、看護学研究科の博士後期課程を開設しており、全国的

に博士課程の定員確保が苦戦される状況の中で、５名の入学者を確保してお

り、高く評価される。高度看護実践者を山梨県に供給する機関として、今後

更なる発展と地域への貢献を期待したい。 

・ 目標を達成できなかった項目については、要因の分析や効果検証を行い、

第３期中期計画において、目標が達成されるよう期待したい。 

・ 長引く新型コロナウイルス感染症に柔軟に対応し、学生や県民の立場に立
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ち、計画に基づいて安心安全な様々な対応策や取組を実施してきたことにつ

いては、多大な苦労があったと考えられ、このような困難な状況においても、

取組を着実に実施してきたことについては、敬意を表したい。 

・ 評価委員会の評価をもとに、山梨県が設置する公立大学として、何よりも

県民に対して高等教育の機会の提供や、県内産業や地域の発展のために、県

や市町村、企業、経済団体等との連携を図りながら、教育・研究活動及び地

域への人材供給に更に積極的に取り組んでいくことを引き続き期待する。 

 

 

（２）令和４年度の評価結果と判断理由 

令和４年度は、第３期中期目標（県策定）及び第３期中期計画（法人策定）の１年目で

ある。これらを基に法人は令和４年度計画を策定し、理事長（学長）のリーダーシップのも

と、様々な取組を進めた。 

評価委員会は、法人から提出された令和４年度の業務実績報告書について評価を行

った。この結果、教育、研究、国際化、地域貢献、管理運営等の目標について、全体とし

て、年度計画は順調に実施されていると評価した。 

その詳細については、後ほど具体的に記載するが、全体的な所見として以下のとおり

である。 

 

◆令和４年度評価の全体的な所見 
 

 

 

 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ 第３期中期目標の初年度となる令和４年度の年度計画は、各評価項目とも中期目

標を見据えた着実な取組が行われ、順調な滑り出しになったと評価できる。 

・ 県が示す第３期中期目標では、「①社会の実践的な担い手や指導的な人材の育成」、

「②地域が抱える諸課題に対応する研究と地域貢献」、「③自主・自律的な大学運営

の推進」の３つの基本目標を掲げているが、令和４年度は、過去最高となる県内就

職率の達成や、ＣＯＣ＋Ｒ事業における目標を超える社会人等の受講者数の獲得な

ど、地域人材の育成に寄与するとともに、過疎地域における持続可能な地域社会の

形成に関する研究の実施や、大学と地域社会が連携して人材養成のあり方について

意見交換する地域連携プラットフォームの立ち上げなど、地域に貢献する大学づく

りを進めた。 

・ 更に、「地域活性化人材育成事業」（ＳＰＡＲＣ事業）の採択による外部資金の獲

得、山梨大学と連携した大学アライアンスやまなしの枠組みの活用など、自律的な

大学運営にも努めるとともに、人間福祉学研究科の開学に向けた認可申請、感染管

理分野の認定看護師教育課程の開講準備など、県施策と連携した取組も進めた。 

・ 以上のような状況を総合的に判断し、第３期中期目標及びこれにより法人が策定

した第３期中期計画の達成に向けて、令和４年度の年度計画は、順調に実施されて

いると認められる。 

・ 引き続き、評価委員会の評価をもとに、山梨県が設置する公立大学として、何よ

りも県民に対して高等教育の機会の提供や、県内産業や地域の発展のために、県や

市町村、企業、経済団体等との連携を図りながら、教育・研究活動及び地域への人

材供給に更に積極的に取り組んでいくことを期待する。 
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（３）令和４年度の全体的な実施状況 

①法人の主な取組状況 

令和４年度は、令和９年度までを計画期間とする第３期中期計画の１年目として、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響下においても、十分な感染防止対策を行いな

がら、年度計画の着実な実施に取り組んだ。 

 

ア「教育に関する目標」について 

・ 新共通教育課程について全学的な見地から検討を行うとともに、山梨大学と

の連携開設科目を活用した新課程の構成について検討を行い、相互に関連づけ

られた深い学修成果が期待できる新課程の素案を取りまとめた。 

・ 全学的な教学マネジメント体制として、新たに教育改革推進準備室を設置し

現行制度の点検やアセスメントプラン及び組織体制・制度の検討を行い、令和

５年度から教育改革推進室を中心に教学マネジメントを組織的に推進する体制

を整えた。 

・ 大学院課程については、人間福祉学研究科の令和６年度の開設に向けて、人

間福祉学部にワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、学内で緊密に連携して申

請書類を取りまとめ、令和５年３月に文部科学省へ設置申請を行った。 

・ 入学者の受け入れについては、戦略的な広報を実践する等、入試広報の強化

を図った。 

・ キャリアコンサルタントや専門機関、新卒就職サイト運営企業との連携や大

学アライアンスやまなしの枠組みを活用した共同事業の開催等により就職に向

けた学生支援を実施した。 

 

イ「研究に関する目標」について 

・ 大学アライアンスやまなしにて、地域・社会課題を研究テーマにした山梨大

学との共同研究ＷＧの設置を決めた。 

・ 「過疎地域における持続可能な地域社会の形成に関する研究」は、身延町を

フィールドとし、近年、注目を集めているＳＤＧｓ（持続可能性）を共通のテ

ーマに３学部の教員が協働する形で、人口、財政、コミュニティ、産業（観光）、

保健など様々な観点から総合的に研究を実施した。 

 

ウ「大学の国際化に関する目標」について 

・ 山梨県国際交流協会との連携により、「多文化共生人材育成プログラム」とし

て正課内に１０科目を開設し、多文化化する地域における外国人住民の現状や

課題、異文化コミュニケーションにおける「ことばの壁」の問題、演劇創作を

通じた自己と他者の理解、現場における多文化共生の現状と課題など、様々な

観点から国際化・多文化化について学ぶ機会を提供した。 

 

エ「地域貢献等に関する目標」について 

・ 県内の大学、経済団体、金融機関及び山梨県の１４機関で構成する地域連携

プラットフォーム（地域人材養成推進会議）を立ち上げ、大学と地域社会とが

密接に連携した人材養成のあり方について意見交換を行った。 

・ ＣＯＣ＋Ｒ事業では、科目履修生として受講する高校生に対しては、本学に

入学した際には単位認定できるようにするとともに、社会人等が受講しやすい

よう、オンライン方式やオンデマンド方式、平日１６時３０分以降の講座や休
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日集中講座を設けた。 

・ キャリアサポートセンターでは、インターンシップやイベントの紹介、大学

アライアンスやまなしの枠組みを活用した共同事業など様々な就職支援を実施

した結果、令和４年度末の県内就職率は過去最高の５０．６％を達成した。 

・ 看護実践開発研究センターでは、感染管理分野の特定行為研修を組み入れた

認定看護師教育課程の令和５年度開講に向けて、山梨県との協議を行いながら

準備を進めた。 

 

オ「業務運営の改善及び効率化に関する目標」について 

・ 事務局内に各課室のリーダー職を中心としたＷＧを立ち上げ、経営改善及び

業務改善に係る発想の共有や実施方法の検討を行った。その一環として、旅費

手続の合理化や決裁の簡素化、ＤＸを活用した事務の効率化など、業務運営の

改善に努めた。 

 

カ「財務内容の改善に関する目標」について 

・ 山梨大学と連携して文部科学省補助事業「地域活性化人材育成事業」（ＳＰＡ

ＲＣ事業）の採択を受け、教育改革や更なる地域貢献等に資する経費として、

総額１０億円（山梨大学との合計）の外部資金を獲得した。 

・ 文部科学省補助事業「ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材

養成事業」の採択を受け、約１千万円の外部資金を獲得し、多職種連携ハイブ

リッドシミュレーター等の設置により教育環境整備を推進した。 

 

キ「自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標」について 

 ・ 新たに個人研究費の支出の妥当性及び効率性、成果確認に関して内部監査を

実施した。また、令和３年度に作成した調査書やヒアリングにより監査を実施

し、調査書の修正等を行った。 

 

ク「その他の業務運営に関する目標」について 

・ 地域価値の認知・形成及びその価値向上に向けた取組を考える人材の育成を

図るため、「サントリーグループと産学連携に関する覚書」を締結するなど、持

続可能な社会づくりに向けた地域活動との連携に努めた。 

 

②主な評価事項 

    ア「教育に関する目標」について 

・ 新全学共通教育課程検討会議を設置し、素案と検討すべき課題を報告書にま

とめあげたことは計画に沿った取組であり評価する。 

・ 高校訪問の回数増加や方法改善等、入学者募集のための積極的な取組が行わ

れており評価する。 

・ キャリアコンサルタントや専門機関と連携して就職支援体制を強化し、これ

までを大幅に上回る学生相談件数を記録したこと、また前年を上回る内定率を

記録したことを評価する。 

 

イ「研究に関する目標」について 

    ・ 地域研究交流センターの重点テーマ研究として、身延町をフィールドに３学

部が協働して地域研究を展開していることを評価する。 
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    ウ「大学の国際化に関する目標」について 

・ 多文化共生人材育成プログラムの実施における地域の団体との連携、多数の

社会人の受講、外国人居住に関連した課題の設定は、「国際化等」に関する取組

であるとともに「地域貢献等」に関する取組、また大学外の事業体・団体との

連携に関する取組でもあり、高く評価する。 

 

エ「地域貢献等に関する目標」について 

・ 社会人教育、地域連携活動、教育現場との連携の３つ事項に加えて、地域の

課題に関する研究に取り組んだことを高く評価する。 

・ ＣＯＣ＋Ｒ事業について、社会人等が受講しやすい取組により、目標値を超

える受講者が獲得できたことを評価する。 

・ 県立大学が中心となって地域連携プラットフォームを立ち上げたことを評価

する。 

・ 県内就職促進のための事業を積極的に実施し、県内就職率が５０．６％と過

去最高の実績となったことを評価する。 

 

オ「業務運営の改善及び効率化に関する目標」について 

・ 人事交流や人材育成、業務改善ＷＧの立ち上げなど合理化・効率化に向けた

取組が行われており、評価する。 

 

カ「財務内容の改善に関する目標」について 

・ 外部資金の獲得件数・額が伸びており、高く評価する。特に採択件数が全国

で数件というＳＰＡＲＣ事業を獲得できたこと、また、医療人材養成に係る大

学としての組織的教育活動に対する競争的資金を獲得できたことは、非常に高

く評価する。 

 

キ「自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標」について 

     ・ 監査体制の整備等、計画どおり進んでいると評価する。 

 

ク「その他の業務運営に関する目標」について 

     ・ 社会的責任に対して、ハラスメントの防止や相談への取組、また、ＳＤＧｓ

の推進に、大学だけではなく民間企業や県と連携してフォーラムを開催する等、

年度計画どおりに進んでいると評価する。 

 

 

③主な指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 教学マネジメント体制について検討が進められているが、より良い体制・制度

の構築に期待する。 

・ 大学院課程は、具体的な教育ニーズを踏まえて、プログラムの性格、内容、形

態等の検討を進めるとともに、他大学や機関との連携も併せて検討することが求

められる。 

・ 公立大学として、県内の私立大学、専門学校等にも、学生支援に関する連携の

環を広げていくことの検討を期待する。 

・ 県立大学の使命として、地域研究課題と全学部関与という研究活動を、地域、
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テーマを変えながら今後も継続することを強く期待する。また、研究成果等を大

学院や学士課程の教育に反映することを期待する。 

・ 地域の産業経済活動や社会活動への人材供給、地域の課題をテーマとした研究

活動、アライアンス山梨の枠組みを活用した取組、ＣＯＣ＋Ｒによる取組等を、

地域貢献の観点から整理し、「地域貢献等」に関する取組として位置付け、記述し、

県民に対して報告することを期待する。 

・ 大学アライアンスやまなしの枠組みを活用した山梨大学との連携を更に進めて

いくことを期待する。また、人事交流について実施した成果について評価してい

くことを期待する。 

・ 高校生の科目等履修生が想定を超えた人数が受講するなど結果が出ている。小

中学生との連携も行われているが、今後少しずつでも広がることを期待する。 

・ 県内就職率が昨年よりも増加しているが、引き続き県内企業への理解へのアプ

ローチを続けていくことを期待する。 

・ 人手不足、人材不足が深刻化する中にあって、社会人のリカレント教育やリス

キリングを集中的に行うことが求められており、これらにおける取組を充実し、

効果的に実施することを期待する。 
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《参考》項目別評価結果の一覧表（大項目評価） 

 
 

評  価   

項 目 名 
 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  

 

１ 教育に関する目標  

 

（１）教育の成果・内容等に関する目標  ○    

（２）教育の実施体制等に関する目標  ○    

（３）学生の支援に関する目標  〇    

２ 研究に関する目標  

 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標  〇    

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 ○ ○    

３ 大学の国際化に関する目標  ○    

Ⅱ 地域貢献等に関する目標  ○    

Ⅲ 管理運営等に関する目標  

 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標  〇 ○   

２ 財務内容の改善に関する目標 ○ ○    

３ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標  ○    

４ その他業務運営に関する目標  〇    

 
  【評価基準】 
 
    Ｓ：特筆すべき進行状況にある（評価委員会が特に認める場合） 

    Ａ：計画どおり進んでいる 

    Ｂ：おおむね計画どおりに進んでいる 

    Ｃ：やや遅れている 

    Ｄ：重大な改善事項がある（評価委員会が特に認める場合） 
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２ 項目別評価 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の成果・内容等に関する目標 

 

①評価結果 

Ａ 

 

   ②法人の主な取組状況 

・ 令和６年度から予定している新共通教育課程について、全学的な見地から検

討を行うとともに、山梨大学との連携開設科目を活用した新課程の構成につい

て検討を行い、新規科目による特色ある教育、ＳＴＥＡＭ教育の推進、科目群

の履修要件などにより、相互に関連づけられた深い学修成果が期待できる新課

程の素案を取りまとめた。 

・ 全学的な教学マネジメント体制として、前期は教育本部長を中心にした検討

チームを設け、後期には新たに教育改革推進準備室を設置した。３つのポリシ

ー、カリキュラムマップ等の現行制度を点検するとともに、外部アドバイザー

からの知見を導入するなどしてアセスメントプランや組織体制・制度の検討を

行い、令和５年度から教育改革推進室を中心に教学マネジメントを組織的に推

進するための準備を整えた。 

・ 人間福祉学研究科の令和６年度の開設に向けて、人間福祉学部にＷＧを設置

し、学内で緊密に連携して申請書類を取りまとめ、令和５年３月、文部科学省

へ設置認可申請を行った。 

・ 「学生募集に係る高校訪問に関する事項」をアドミッションズ・センターの

業務に位置付け、広報委員会と連携を図りながら、進路担当教員だけでなく、

生徒と直接話す機会を設けるために、当該高校を卒業した本学の在学生を伴っ

て３学部の教員が揃って高校に出向く機会を積極的に設けた。 

（令和３年度:高校訪問延べ４７校⇒令和４年度:訪問型説明会を含む高校訪問:

延べ５３校、出前講義:１３校、大学訪問受け入れ:７校、進学相談会:２５件:

計９８件） 

 

   ③実施状況 

１）評価事項 

・ 新全学共通教育課程検討会議を設置し、素案と検討すべき課題を報告書にま

とめあげたことは計画に沿った取組であり評価する。 

・ 大学院課程の設置に向けた具体的な取組を評価する。 

・ 看護学研究科における、山梨大学との連携開設科目の充実や、若手研究者の

育成に取り組んでいることを評価する。 

・ アドミッションズ・センターと広報委員会が連携を図る等、広く入学者を募

るための施策が実行されており評価する。特に、高校訪問については、訪問回

数の増加、方法改善などによる積極的な取組を展開していることは高く評価す

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 １ ３   ４ 
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る。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 社会の変化は早いため、取組にスピードが必要である。 

・ 県立大学として地域貢献等に関する取組の成果を教育活動、特に大学院修士

課程教育の内容等に反映するような取組が求められる。 

・ 教学マネジメント体制について検討が進められているが、より良い体制・制

度の構築に期待する。 

・ 大学院課程は、具体的な教育ニーズを踏まえて、プログラムの性格、内容、

形態等の検討を進めるとともに、他の大学や機関との連携も併せて検討するこ

とが求められる。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育の実施体制等に関する目標 

   

①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

・ 全学的な教学マネジメント体制として、前期は教育本部長を中心にした検討

チームを設け、後期には新たに教育改革推進準備室を設置し、３つのポリシー、

カリキュラムマップ等の現行制度を点検するとともに、外部アドバイザーから

の知見を導入するなどしてアセスメントプランや組織体制・制度の検討を行い、

令和５年度から教育改革推進室を中心に教学マネジメントを組織的に推進する

ための準備を整えた 

・ アフターコロナを見据えての課題や学生の健康支援など、全学的テーマ別研

修会を開催し、内容を録画して配信することにより、当日不参加の場合でも研

修を受けられる機会を提供した。また、令和３年度に引き続き、大学アライア

ンスやまなしの枠組みを活用して相互の大学における研修へ参加を可能とする

とともに、学修成果の可視化策である学生による授業評価を実施し、学内外に

公表するなど、教育の質の向上に向けた取組を行った。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 計画どおり進んでいると評価する。 

・ 授業評価の回答率が増加したことは、評価内容の質の向上が期待できるもの

であり評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 授業評価の回答率が更に増加するための取組を期待する。 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数  １   １ 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）学生の支援に関する目標 

 

①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

 ・ 学生健康管理システムに各種データを蓄積し、学生支援に活用している。こ

ころの健康調査は、例年調査対象としている１年生及び編入生に加え、コロナ

禍の影響が懸念される２年生及び３年生にも実施した。結果、抑うつ感や不安

などの懸念が高い学生計６３名については、メールや他部署との情報共有をと

おして状況を把握し、学生への支援につなげた。 

・ キャリアコンサルタントや専門機関（ヤングハローワーク、ジョブカフェ）

と連携し、一般企業、公務員などの志望業種を問わず、幅広く支援を実施した

結果、令和４年度の学生相談件数は９７７件となり、過去最多となった。 

・ 新卒就職サイト運営企業と連携し、３年生向けに自己分析や企業研究等の就

職活動に重要な情報を提供する講座を２７回開催した。延べ約７００名が講座

に参加し、スキルアップを図った。また、公務員や教員採用試験の対策講座や

各種業界の企業説明会を行い内定獲得に向けた支援に取り組んだ結果、就職内

定率は９８．８％と、対前年同期比で１．１ポイント上昇した。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 健康管理システムへの各種データの蓄積、学生対応を要する様々な業務担当

部署間での情報共有を実現して、各業務活動に反映したことを高く評価する。 

・ キャリアコンサルタントや専門機関と連携して就職支援体制を強化し、これ

までを大幅に上回る学生相談件数を記録したこと、また前年を上回る内定率を

記録したことを評価する。 

・ ＰＥＮＴＡＳ ＹＡＭＡＮＡＳＨＩは、多様な企業や専門家と繋がることで、

学生の関心を高め、視野を広げることができる良い取組であり評価する。 

・ 大学アライアンスやまなしの枠組みを活用し、新たにＩＴ企業や理系企業と

面談が可能となったことは、学生にとって選択肢が増えることに繋がった取組

であり評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 学生が健康で充実した生活を送れるよう、ＬＧＢＴへの理解を進め対応でき

る体制についての検討を期待する。 

・ 公立大学として、県内の私立大学、専門学校等にも、学生支援に関する連携

の環を広げていくことを期待する。 

・ 今後も、アライアンスやまなしの枠組みをより効果的に活用して就職支援を

進めることを期待する。 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数     ４ 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

   

①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

・ 大学アライアンスやまなしの連携事業実施委員会において、地域・社会課題

を研究テーマにした山梨大学との共同研究ＷＧの設置を決めた。また、地域研

究交流センターの地域研究事業では、学外委員を含めた評価委員会で評価項目

に沿って、研究成果を客観的に評価する仕組みを構築した。 

・ 「過疎地域における持続可能な地域社会の形成に関する研究」は、身延町を

フィールドとし、近年、注目を集めているＳＤＧｓを共通のテーマに３学部の

教員が協働する形で、人口、財政、コミュニティ、産業（観光）、保健など様々

な観点から総合的に研究を実施した。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 山梨大学と共同研究ＷＧの設置を決めることができたのは、共同研究の推進

に向けた第１歩であり評価する。 

・ 地域研究交流センターの重点テーマ研究として、身延町をフィールドとして

地域研究を展開していることを評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 山梨大学との共同研究ＷＧを効果的に運用し、研究実績を残していくことを

期待する。 

・ 引き続き公立大学として地域に還元できる研究を進めることを期待する。 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数  １   １ 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

   

①評価結果 

SorA 

 

②法人の主な取組状況 

・ 令和４年度より開始した重点テーマ研究「過疎地域における持続可能な地域

社会の形成に関する研究」は、身延町をフィールドとし、近年、注目を集めて

いるＳＤＧｓを共通のテーマに３学部の教員が協働する形で、で様々な観点か

ら総合的に研究を実施し、研究結果を身延町へフィードバックした。 

・ 令和３年度末に新設した「若手研究者奨励賞」に基づき、若手研究者を表彰

し、研究費として研究奨励金を配分した。 

 

   ③実施状況 

１）評価事項 

    ・ 年度計画のとおり、地域研究交流センターがニーズの高いテーマを選定する

ことが出来ており評価する。 

・ 県内の特定地域をベースに、学際的でしかも社会実装に結びつきやすいテー

マのもとに、参加教員の所属が全学部に及んでいることは高く評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 県立大学の使命として、地域研究課題と全学部関与という研究活動を、地域、

テーマを変えながら今後も継続することを強く期待する。また、研究成果等を

大学院や学士課程の教育に反映することを期待する。 

 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数     １ 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 大学の国際化に関する目標 

 

  ①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響で途絶えていた交換留学について、後期の

授業から韓国１名、台湾２名の計３名の受け入れを再開することができた。 

・ アメリカアイオワ州のシンプソン大学との交流では、オンライン交流から同

大学での対面交流へと発展し、令和５年度の大学間連携協定締結に至った。 

・ 山梨県国際交流協会との連携により、「多文化共生人材育成プログラム」とし

て正課内に１０科目を開設した。多文化化する地域における外国人住民の現状

や課題、異文化コミュニケーションにおける「ことばの壁」の問題、演劇創作

を通じた自己と他者の理解、現場における多文化共生の現状と課題など、様々

な観点から国際化・多文化化について学ぶ機会を提供し、学生６１名、社会人

３８名、高校生３名が受講した。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 国際化を推進する様々な取組が実施されていることを評価する。 

・ 多文化共生人材育成プログラムの実施における地域の団体との連携、多数の

社会人の受講、外国人居住に関連した課題の設定は、「国際化等」に関する取組

であるとともに「地域貢献等」に関する取組、また大学外の事業体・団体との

連携に関する取組でもあり高く評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

 ・ 留学生の日本語力に合ったカリキュラムを提供する取組について、今後も継

続していくことを期待する。 

 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数     ２ 
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Ⅱ 地域貢献等に関する目標 

 

  ①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

・ 地域研究交流センターでは、活動の地域貢献性、発展性を重視して地域研究

事業、地域実践事業、学生の地域貢献活動支援事業を実施し、令和５年３月に

は活動成果を地域に広く発信、還元することを目的に、一般市民にも広く公開

する形で活動報告会を開催した。 

・ 令和４年４月に地域人材養成センターを創設し、地域研究交流センターやキ

ャリアサポートセンター等と連携することで、ＣＯＣ＋Ｒ事業の取組を全学的

に展開するとともに、令和５年３月には県内の大学、経済団体、金融機関及び

山梨県の１４機関で構成する地域連携プラットフォーム（地域人材養成推進会

議）を立ち上げ、大学と地域社会とが密接に連携した人材養成のあり方につい

て意見交換を行った。 

・ 地域ニーズの的確な把握と地域課題への柔軟な対応を可能とするため、法人

役員や地域研究交流センターをはじめとする各センター長で構成する「学内統

括連絡調整会議」を立ち上げた。 

・ ＣＯＣ＋Ｒ事業では、事業協働機関の長等による事業実施委員会を２回開催

し、県内就職率向上に向けた意見交換や令和５年度のプログラム構築に係る検

討等を行うとともに、情報共有と意見交換を行い、地域ニーズの把握に努めた。 

・ 同事業で、科目履修生として受講する高校生が入学した際に、単位認定でき

るようにした。その結果、高校生の科目履修生６９名のうち２４名の入学に繋

がり大きな成果を上げた。また、社会人等が受講しやすいよう、オンライン方

式、オンデマンド方式、１６時３０分以降の講座や休日の講座を実施し、目標

の７０名を超える１８２名（延べ２３３名）の社会人等が受講した。 

・ キャリアサポートセンターでは、インターンシップやイベントの紹介、大学

アライアンスやまなしの枠組みを活用した共同事業の実施など様々な就職支援

を実施した結果、令和４年度末卒業生の就職率は全学部で９８．８％となり、

そのうち県内就職率は過去最高の５０．６％を達成した。 

・ 看護実践開発研究センターでは、感染管理分野の特定行為研修を組み入れた

認定看護師教育課程の令和５年度開講に向けて山梨県との協議を行いながら準

備を進め、１４名が入学することとなった。 

 

   ③実施状況 

１）評価事項 

・ 社会人教育、地域連携活動、教育現場との連携の３つの事項に加えて、地域

課題に関する研究に取り組んだことを高く評価する。 

・ 学内統括連絡調整会議を開催し、学内での共有や課題検討ができる体制がで

きたことを評価する。 

・ ＣＯＣ＋Ｒ事業において、社会人等が受講しやすい取組により、目標値を超

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数     ６ 
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える受講者が獲得できたこと、また、高校生の科目等履修生について、受け入

れ体制整備や周知活動により、想定を超えた人数が確保でき、入学にも繋がっ

たことを評価する。 

・ 県立大学が中心となって地域連携プラットフォームを立ち上げられたことを

評価する。 

・ 県内就職促進のための事業を積極的に実施し、県内就職率が５０．６％と過

去最高の実績となったことを評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 地域の産業経済活動や社会活動への人材供給、地域の課題をテーマとした研

究活動、アライアンス山梨の枠組みを活用した取組、ＣＯＣ＋Ｒによる取組等

を、地域貢献の観点から整理し、「地域貢献等」に関する取組として位置付け、

記述し、県民に対して報告することを期待する。 

・ 高校生の科目等履修生が想定を超えた人数が受講するなど結果が出ている。

小中学生との連携も行われているが、今後少しずつでも広がることを期待する。 

・ 県内就職率が昨年よりも増加しているが、引き続き県内企業への理解へのア

プローチを続けていくことを期待する。 

 ・ 人手不足、人材不足が深刻化する中にあって、社会人のリカレント教育やリ

スキリングを集中的に行うことが求められており、これらにおける取組を充実

し、効果的に実施することを期待する。 

 



- 18 - 

Ⅲ 管理運営等に関する目標 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

 

 ①評価結果 

AorB 

 

②法人の主な取組状況 

・ 定量的評価指標に基づく組織評価について、文部科学省の動向や国立大学法

人の先行事例等を調べたうえで、他の公立大学の評価指標を調査した。年度計

画に係る業務実績等の評価を廃止する地方独立行政法人法の改正を見据え、他

の公立大学の調査から得られた評価指標を参考に、学生１人当たりの教育経費

など代表的と思われる項目について試算をした。 

・ 大学アライアンスやまなしの枠組みを活用した人事交流では、令和３年度に

引き続き、山梨大学と事務局職員（司書）の人事交流を実施するとともに、令

和５年７月から新たに事務局職員の人事交流を行う方針を決定した。 

・ 事務局内に各課室のリーダー職を中心としたＷＧを立ち上げ、経営改善及び

業務改善に係る発想の共有や実施方法の検討を行った。その一環として、旅費

手続きの合理化や決裁の簡素化、ＤＸを活用した事務の効率化を実施した。 

 

   ③実施状況 

１）評価事項 

・ 人事交流や人材育成、業務改善ＷＧの立ち上げ等、計画に沿って合理化・効

率化に向けた取組が行われており評価する。 

・ 現在ある資源を有効活用するため、経営改善項目リストを作成し課題を認識

できていることを評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 学部や学科、その他教育研究組織別に、どれだけ資源が投入され、どれだけ

パフォーマンスを上げられているかというコストパフォーマンス分析を行うこ

とが必要である。 

・ 社会が大きく変化し、関連する制度も様々に変化している状況のもとでは、

従来のように検討を重ねて十分な仕組みを構築するという方法でなく、スピー

ディーな検討と試行的な仕組みの導入を並行し、その結果を踏まえて更に検討

と試行を行い、状況に応じて仕組みを柔軟に変更していくという手法が求めら

れている。 

・ 山梨大学と連携することで相互に受講できることで効率性が高まる。引き続

きＷＧを開催し経営改善・業務改善を検討してほしい。定量的評価指標につい

ては先行事例を基に本学に則した指標となるよう検討を進めることを期待する。 

・ 大学アライアンスやまなしの枠組みを活用した山梨大学との連携を更に進め

ていくことを期待する。また、人事交流について、今後成果を評価していくこ

とを期待する。 

・ ＤＸを含めた事務の効率化は、引き続き検討が必要である。

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数     ２ 
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Ⅲ 管理運営等に関する目標 

２ 財務内容の改善に関する目標 

 

①評価結果 

SorA 

 

②法人の主な取組状況 

・ 山梨大学と連携して文部科学省補助事業「地域活性化人材育成事業」（ＳＰＡ

ＲＣ事業）の採択を受け、教育改革や更なる地域貢献等に資する経費として、

総額１０億円（山梨大学との合計）の外部資金を獲得した。 

・ 文部科学省補助事業「ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材

養成事業」の採択を受け、約１千万円の外部資金を獲得し、多職種連携ハイブ

リッドシミュレーター等の設置により教育環境整備を推進した。 

・ 「コロナ対応時における施設等一時貸出基準」に基づき、学内のコロナ対応

レベルに応じた貸出を行った。感染対策について配慮しながら、大学ウェブサ

イトでの周知を行い、有料の貸出が増加した。 

・ 現在、未利用となっている池田キャンパスのグラウンドの活用については、

建築基準法の用途制限など課題の整理を行い、学内での検討を経て事業者等へ

貸付も可能となるよう、５年を超える貸付期間を可能とする規程の整備を行っ

た。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 外部資金の獲得件数・額が伸びており、高く評価する。特に採択件数が全国

で数件というＳＰＡＲＣ事業を獲得できたこと、また、医療人材養成に係る大

学としての組織的教育活動に対する競争的資金を獲得できたことは、非常に高

く評価する。 

・ 山梨大学と連携した外部資金獲得のノウハウの導入を検討する計画のもと、

実際に外部資金の獲得に繋がったことを評価する。 

・ コロナ禍においても基準を策定し警戒レベルに応じた施設の貸出を再開した

ほか、未利用の資源の有効化を検討し実行しており、資産の管理改善が計画ど

おりに実施されていることを評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 山梨大学と連携した外部資金獲得のノウハウの導入を検討することにより、

更なる外部資金の獲得拡充を図ることを期待する。 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 １ ２   ３ 
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Ⅲ 管理運営等に関する目標 

３ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

  

①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

 ・ 新たに個人研究費の支出の妥当性及び効率性、成果確認に関して内部監査を

実施した。監査は、令和３年度に作成した調査書によるほか、ヒアリングによ

り実施した。妥当性等支出内容について疑義は見られなかったが、対象者から、

調査書の作成の際の説明記載に必要な情報が不足しているとの指摘があったこ

とから、調査書に記載の説明への付加・修正を行った。その他、例年どおり科

研費支出に係る内部監査を実施し、疑義のある支出がないことを確認した。 

 

③実施状況 

１）評価事項 

・ 監査体制の整備等、計画どおり進んでいると評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 定量的評価指標に基づくコスト把握を含め、法人として、その設置・管理運

営を行う大学に係る活動内容別（教育・研究・地域貢献等）、あるいは事業部門

別の、資源（資金・人員・スペース等）配分状況、活動状況、成果の把握とそ

の公表が求められる。 

 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数  １   １ 
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Ⅲ 管理運営等に関する目標 

４ その他業務運営に関する目標 

  

①評価結果 

Ａ 

 

②法人の主な取組状況 

 ・ ４半期に１度、学生に対してハラスメントや相談窓口についての情報発信メ

ールを継続して実施するとともに、学内ポスターの掲示にて、教職員・学生へ

相談員の周知を実施した。９月には、人権問題に専門知識のある弁護士を講師

に招き、大学におけるハラスメントの特殊性と向き合い方をテーマとしたＦ

Ｄ・ＳＤ研修会を開催（参加７４名）し、ハラスメントのない大学づくりのた

めに何が必要かを学び、人権意識の向上を図った。また、教職員及び学生に対

し、ハラスメントに対するアンケート調査を行い、集計結果の研修会等への活

用を検討した。 

・ 地域価値の認知・形成及びその価値向上に向けた取組を考える人材の育成を

図るため、「サントリーグループと産学連携に関する覚書」を締結したほか、

県と共催でフォーラムを開催する等、持続可能な社会づくりに向けた地域活動

との連携に努めた。 

 

   ③実施状況 

１）評価事項 

 ・ 社会的責任に対して、ハラスメントの防止や相談への取組、また、ＳＤＧｓ

の推進に、大学だけではなく民間企業や県と連携してフォーラムを開催する等、

年度計画どおりに進んでいると評価する。 

 

２）指摘事項・評価に当たっての意見 

・ 持続可能な社会づくりに係るサントリーグループとの産学連携については、

今後、更に具体的な研究活動への支援や学生や社会人に対する教育課程内外の

教育活動（例えば、他大学との連携授業や大学が主導する部活動など）に反映

していくことを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数  １   １ 
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○ 用語注釈 

※アセスメントプラン…学生の学修成果の評価（アセスメント）について、その目的、学位プログラ
ム共通の考え方や尺度、達成すべき質的水準及び具体的実施方法などについて定めた学内の方針。 

※ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業…新型コロナウイルスの感染拡大
に伴い、医学部生をはじめとする医療人材養成課程の学生等が患者を対象に行う実習が中止又は縮
小を余儀なくされる中で、現在、補完的に実施されているオンライン教育やシミュレーション教育
を、デジタルトランスフォーメーション（DX）の技術を活用して大幅に向上させ、新型コロナウイ
ルスの感染拡大以前の水準以上の実践的な教育プランを構築し、即戦力となり得る高度な医療人材
を継続的に養成することを目的とする文部科学省の事業。 

※教学マネジメント…高等教育機関において、教育目標を達成するための方針を定め、教育課程の実
施に係る内部組織を整備し、教育を実践するとともに、評価・改善を図りながら教育の質の向上を
図る、組織的な取組を指す。 

※大学アライアンスやまなし…様々な教育・研究に係る連携事業を通じて、地域を支える人材育成や
イノベーションの進展に寄与し、地域の発展に資することを目的に、国立大学法人山梨大学と山梨
県立大学が共同で令和元年 12月に設立した一般社団法人。令和 3年 3月には、文部科学大臣より、
日本で初めて“大学等連携推進法人”の認定を受けた。 

※大学等連携推進法人…大学間の連携を推進し質の高い高等教育を実現するため、基準に適合した一
般社団法人を文部科学大臣が認定する。「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン(答申)」に
おいて、複数大学による人的・物的リソースの効果的共有及び教育研究機能の強化を図るため、大
学設置者の枠組みを越えた連携や機能分担を促進する制度の創設が提言されたことを受けたもの。 

※大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（ＣＯＣ＋Ｒ）…地域の知の拠点としての大学が、
他の大学等や地方公共団体、地域の企業等と協働し、地域が求める人材を養成するための指標と教
育カリキュラムを構築し、当該指標に基づき、出口（就職先）と一体となった教育プログラムを実
施することにより、若者の地元定着と地域活性化を推進することを目的とする文部科学省の事業。 

※地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ～…地域社会のリソースを総結集し、個別大学の枠を超えた
横断的な STEAM教育を基盤とした教育プログラムを構築・実施し、事業の成果を元に学部等の再編
を目指す取組を支援する文部科学省の事業。 

※認定看護師…日本看護協会の認定看護師認定審査に合格し、ある特定の看護分野において、熟練し
た看護技術と知識を有することを認められた者をいい、水準の高い看護実践をとおして看護師に対
する指導・相談活動を行うことが期待されている。 

※ＤＸ…デジタルトランスフォーメーション。2004 年にスウェーデン・ウメオ大学のエリック・ス
トルターマン教授が提唱した考え方で、「IT の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に
変化させること」としている。経済産業省では 2018（平成 30）年に策定したガイドラインで、デ
ジタルトランスフォーメーションとは、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデ
ジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する
とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立す
ること」と定義している。 
 

※ＦＤ…ファカルティディベロップメント。教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的
な取組の総称。その意味するところは広範にわたるが、具体的な例としては、教員相互の授業参観
の実施、授業方法についての研究会の開催、新任教員のための研修会の開催等がある。 

※ＳＤ…スタッフディベロップメント。職員（教員・事務職員）を対象とした、大学運営や教育支援
活動の資質向上のための研修。 

※ＳＴＥＡＭ教育…Science（科学）、 Technology（技術）、 Engineering（工学）、Mathematics（数
学）を統合的に学習する「STEM教育」に、 更に Arts（リベラル・アーツ）を統合する教育手法。 
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＜参 考＞ 

◆委員構成（委員は５０音順） 

  委員長  德永 保    学校法人帝京大学特任教授 

  委 員  一之瀬 滋輝  山梨県経営者協会専務理事 

    小川 忍    公益社団法人山梨県看護協会専務理事 

            黒澤 尋    国立大学法人山梨大学理事・副学長 

    山口 由美子  公認会計士 

 

◆委員会開催状況等（平成２２年度以降） 

［第１期中期目標期間］ 

平成２２年度 

第１回委員会             平成２２年 ７月１５日開催 

第２回委員会             平成２２年 ８月２５日開催 
 
 平成２３年度 

公立大学法人山梨県立大学視察     平成２３年 ５月２７日実施 

第１回委員会             平成２３年 ６月２９日開催 

第２回委員会             平成２３年 ８月 ３日開催 

第３回委員会             平成２４年 １月２７日開催 
 
 平成２４年度 

公立大学法人山梨県立大学視察     平成２４年 ５月２９日実施 

第１回委員会             平成２４年 ７月１２日開催 

第２回委員会             平成２４年 ８月 ６日開催 

第３回委員会             平成２５年 １月３１日開催 
 
 平成２５年度 

公立大学法人山梨県立大学意見交換会  平成２５年 ５月２７日実施 

第１回委員会             平成２５年 ７月 ５日開催 

第２回委員会             平成２５年 ８月 ５日開催 

第３回委員会             平成２５年１１月１４日開催 
 
    平成２６年度 

第１回委員会             平成２６年 ６月 ４日開催 

第２回委員会             平成２６年 ７月１１日開催 

第３回委員会             平成２６年 ８月 ６日開催 

第４回委員会             平成２６年１１月１７日開催 

第５回委員会             平成２７年 ２月 ２日開催 
 
    平成２７年度 

第１回委員会             平成２７年 ６月１２日開催 

第２回委員会             平成２７年 ７月１０日開催 

第３回委員会             平成２７年 ８月 ４日開催 

第４回委員会             平成２７年 ８月２６日開催 

第５回委員会             平成２７年１０月１４日開催 

第６回委員会             平成２８年 ２月 ８日開催 
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［第２期中期目標期間］ 

平成２８年度 

     第１回委員会             平成２８年 ６月 ８日開催 

     第２回委員会             平成２８年 ６月２７日開催 

     第３回委員会             平成２８年 ７月２７日開催 

     第４回委員会             平成２８年 ８月１８日開催 

第５回委員会             平成２９年 ２月 ８日開催 
 

平成２９年度 

     第１回委員会             平成２９年 ５月１７日開催 

     第２回委員会             平成２９年 ７月１３日開催 

     第３回委員会             平成２９年 ８月１０日開催 

     第４回委員会             平成３０年 ２月 ８日開催 
 
    平成３０年度 

     第１回委員会             平成３０年 ６月 ８日開催 

     第２回委員会             平成３０年 ７月１３日開催 

     第３回委員会             平成３０年 ８月１０日開催 

     第４回委員会             平成３１年 １月２１日開催 
 
    令和元年度 

     第１回委員会             令和 元年 ６月１１日開催 

     第２回委員会             令和 元年 ７月 ４日開催 

     第３回委員会             令和 元年 ８月 ９日開催 
 
    令和２年度 

     第１回委員会             令和 ２年 ７月 ７日開催 

     第２回委員会             令和 ２年 ８月 ７日開催 

     第３回委員会             令和 ２年１１月１０日開催 
 
    令和３年度 

     第１回委員会             令和 ３年 ７月２６日開催 

     第２回委員会             令和 ３年 ８月２５日開催 

     第３回委員会             令和 ３年１０月２１日開催 

     第４回委員会             令和 ４年 ３月１６日開催 
 
 ［第３期中期目標期間］ 

令和４年度 

第１回委員会             令和 ４年 ７月 ７日開催 

第２回委員会             令和 ４年 ８月１０日開催 

第３回委員会             令和 ４年 ８月２４日開催 

第４回委員会             令和 ５年 ３月２３日開催 
 
令和５年度 

第１回委員会             令和 ５年 ６月 ２日開催 

第２会委員会             令和 ５年 ７月 ５日開催 

第３会委員会             令和 ５年 ８月２３日開催 

 

◆山梨県公立大学法人評価委員会事務局 

山梨県県民生活部私学・科学振興課 
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公立大学法人山梨県立大学の業務実績に関する評価基本方針 

 

平成２２年８月２５日 

山梨県公立大学法人評価委員会決定 

 

 山梨県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が公立大学法人山梨県

立大学（以下「法人」という。）の評価を実施する際の基本的事項を定める。 

 

１ 評価の基本方針 

（１）中期目標の達成状況及び中期計画の実施状況を確認することにより評価する。 

（２）法人が自主的に行う業務運営等の改善や継続的な質的向上に資するとともに、次期

の中期目標、中期計画の検討に資する評価とする。 

（３）法人化を契機とした、特色ある大学、地域に魅力ある大学づくりに向けた積極的な

取組や、理事長のリーダーシップによる機動的・戦略的な運営、業務運営の改善や効

率化など、特色ある取組や工夫を積極的に評価する。 

（４）評価の一連の過程を通じて、法人の状況をわかりやすく示し、県民をはじめ社会へ

の説明責任を果たす評価とする。 

 

２ 評価の方法 

（１）評価は法人の自己点検・評価をもとに実施する。 

（２）各事業年度における業務の実施に関する評価（以下「年度評価」という。）と中期

目標期間における業務の実績評価（以下「中期目標期間評価」という。）を行う。 

   また、中期目標期間の４年経過時に、次期中期目標の策定に反映させるため、中期

目標期間評価の事前評価（以下「事前評価」という。）を行う。 

（３）各評価は、それぞれ「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

 

  Ⅰ 年度評価 

① 法人の自己点検・評価に基づき、中期計画等の実施状況を調査・分析し、総合

的に評価する。  

② 評価結果を踏まえ、必要に応じて、業務運営の改善その他について勧告する。 

③ 具体的な実施方法は、別に実施要領で定める。 

 

  Ⅱ 中期目標期間評価 

① 法人の自己点検・評価に基づき、中期目標の達成状況を調査・分析し、総合的

に評価する。 

② 教育研究についての評価は、認証評価機関の評価を踏まえて行う。 

③ 評価結果を踏まえ、必要に応じて、業務運営の改善その他について勧告する。 

④ 具体的な実施方法は、別に実施要領で定める。 
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  Ⅲ 事前評価 

① 法人の自己点検・評価に基づき、中期目標期間の４年経過時における、中期目

標の進捗状況及び達成の見込みを調査・分析し、総合的に評価する。 

② 教育研究についての評価は、認証評価機関の評価を踏まえて行う。 

③ 評価結果を踏まえ、次期中期目標策定及び中期目標期間評価を実施する。 

④ 具体的な実施方法は、別に実施要領で定める。 

 

３ 評価を受ける法人における留意事項 

（１）法人の業務実績報告書等をもとに評価を行うことから、中期目標等の達成状況など、

法人自ら説明責任を果たすことを基本とする。 

（２）達成状況を客観的に示すため、できる限り数値目標等の指標を設定することとする。

また、定性的指標となる場合は、達成状況が明確になるよう工夫することとする。 

（３）法人における自己点検・評価の視点と体制 

①視点 

    県民の視線に留意し、自己点検・評価に用いる指標や評価結果等、できる限り分

かりやすく説明することとする。 

  ②体制 

 目標達成に係る組織内の責任の所在を明確にし、理事長がリーダーシップを発揮

できる推進体制を確立することとする。 

 

４ 評価の留意事項 

（１）評価に関する作業が、法人の過度の負担とならないよう留意する。 

（２）評価結果を決定する際は、評価の透明性・正確性を確保するために、法人からの意

見申し出の機会を設ける。 

 

５ その他  

  本評価基本方針は、必要に応じて、評価委員会での協議を経て見直すことができるも

のとする。 
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公立大学法人山梨県立大学の各事業年度の業務実績評価実施要領 

 

平成２２年８月２５日 

山梨県公立大学法人評価委員会決定 

平成２９年７月１３日 

改正 
 

 「公立大学法人山梨県立大学の業務実績に関する評価基本方針」に基づき、山梨県公立

大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人山梨県立大学（以

下「法人」という。）の各事業年度における業務の実績に関する評価（以下「年度評価」と

いう。）の実施について必要な事項を定める。 
 

１ 評価の方針 

（１）年度評価は、中期目標の達成及び中期計画の実施に向けた法人の事業の進捗状況を

確認する観点から行う。 

（２）年度評価の積み重ねが、中期目標期間終了時における法人の自主的な組織や業務全

般の見直しの基礎となることに留意する。 

（３）教育研究の年度評価に当たっては、その特性に配慮した評価を行う。 

（４）年度評価の際、法人の取組を社会に積極的にアピールすることや、法人全体の改善・

充実を図る観点から、以下の事項を考慮する。 

  ① 法人化を契機とした機動的・戦略的な大学運営の実現に向けた取組を積極的に評

価する。 

  ② 法人の置かれている状況や条件等を踏まえた、法人運営や教育研究活動を円滑に

進めるための様々な工夫についても積極的に評価する。 

  ③ 法人の更なる発展のため、次期の中期目標・中期計画の見直しの検討に資するも

のとする。 

  ④ 中期目標の達成に向けて支障が生じている、又は、生じるおそれがある場合には、

その理由（外的要因を含む）についても明らかにするものとする。 

  ⑤ その他法人を取り巻く諸事情を考慮するものとする。 
 

２ 評価の方法 

（１）年度評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

（２）「項目別評価」は、年度計画について法人が自己点検・評価を行い、これをもとに、

評価委員会において検証・評価を行う。 

（３）「全体評価」は、「項目別評価」の結果を踏まえつつ、年度計画及び中期計画の進捗

状況全体について、総合的に評価する。 

（４）評価委員会が評価結果を決定する際には、評価（案）を法人に示すとともに、評価

（案）に対する法人からの意見申し出の機会を設ける。 
 

３ 項目別評価の具体的方法 

（１）項目別評価は、次の小項目、大項目に区分して行う。 

① 小項目は、②の大項目に係る年度計画記載項目とする。 

② 大項目は、中期目標の区分を踏まえ、次の１１項目とする。 
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 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

－１ 教育に関する目標 

－(1)教育の成果・内容等に関する目標 [1] 

－(2)教育の実施体制等に関する目標 [2] 

－(3)学生の支援に関する目標 [3] 

－２ 研究に関する目標  

－(1)研究水準及び研究の成果等に関する目標 [4] 

－(2)研究実施体制等の整備に関する目標 [5] 

－３ 大学の国際化に関する目標 [6] 

Ⅱ 地域貢献等に関する目標 [7] 

Ⅲ 管理運営等に関する目標 

－１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 [8] 

－２ 財務内容の改善に関する目標 [9] 

－３ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 [10] 

－４ その他業務運営に関する目標 [11] 
 

（２）項目別評価は次の手順で行う。 

  ① 法人による自己点検・評価 

   ○ 法人は、小項目ごとに、業務実績をⅠ～Ⅳの４段階で自己評価し、計画の実施

状況及び判断理由を記述した業務実績報告書を作成する。 

     評価は以下を基準として行う。 

      Ⅳ：年度計画を上回って実施している 

      Ⅲ：年度計画を順調に実施している 

      Ⅱ：年度計画を十分には実施していない 

      Ⅰ：年度計画を大幅に下回っている、又は実施していない 

    評価の際に参考となる資料があれば、必要に応じて添付する。 

   ○ また、業務実績報告書には、大項目ごとに、特記事項として以下の項目を記載

する。 

      ア 法人化のメリットを活用し、大学運営の活性化などを目指した財政、組

織、人事などの面での特色ある取組 

イ 法人の置かれている状況や条件等を踏まえた、大学運営を円滑に進める

ための様々な工夫 

ウ 自己点検・評価の過程で、中期目標・中期計画を変更する必要がある、

又は変更について検討する必要があると考えられる場合は、その状況 

エ 中期目標の未達成な事項の状況や、達成に向けて支障が生じている（又

は生じるおそれがある）場合は、その状況、理由（外的要因を含む）など 

オ 当該年度以前に評価委員会から指摘された事項についての対応結果など 

  ② 評価委員会による法人の自己点検・評価の検証・評価 

評価委員会は、業務実績報告書に基づき、法人からのヒアリング等を通じ、業務

の実績等について調査・分析の上、法人の自己点検・評価を検証し、年度計画の達

成状況について上記の４段階で評価を行う。 

特に、法人による自己評価と評価委員会による評価が異なる場合は判断理由等を

示す。 
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  ③ 評価委員会による大項目の評価 

業務実績報告書の検証を踏まえ、大項目ごとの達成状況について、以下のとおり

Ｓ～Ｄの５段階で評価するとともに、その判断理由のほか、特筆すべき点や遅れて

いる点についての意見を記述する。 

    Ｓ：特筆すべき進行状況にある（評価委員会が特に認める場合） 

    Ａ：計画どおり進んでいる（すべてⅢ～Ⅳ） 

    Ｂ：おおむね計画どおり進んでいる（Ⅲ～Ⅳの割合が９割以上） 

    Ｃ：やや遅れている（Ⅲ～Ⅳの割合が９割未満） 

    Ｄ：重大な改善事項がある（評価委員会が特に認める場合） 

   ※ 上記の判断基準は、計画の進行状況を判断する際の目安であり、法人を取り巻く

諸事情を勘案して総合的に判断するものとする。 
 

４ 全体評価の具体的方法 

  評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の進捗状況につい

て、記述式により総合的に評価を行う。 

  全体評価においては、法人化を契機とした、特色ある大学、地域に魅力ある大学づく

りに向けた積極的な取組や、理事長のリーダーシップによる機動的・戦略的な運営、業

務運営の改善や効率化など、特色ある取組や工夫を積極的に評価する。 
  

５ 年度評価のスケジュール 

基本的に次のスケジュールにより実施する。 

 ６月末まで 法人が業務実績報告書を評価委員会に提出 

 ７月～８月 評価委員会による調査・分析（ヒアリングを含む） 

       評価案の策定 

       評価案に対して法人からの意見申し出の機会の設定 

       評価結果の決定、法人への通知、知事への報告 

 ９月    評価結果の議会への報告、公表 
 

６ その他 

（１）年度評価に係る業務実績報告書及び評価書の様式は、別紙のとおりとする。 

（２）本実施要領を踏まえつつ、具体的な評価方法等については必要に応じ修正を加える

ものとする。 

また、本実施要領については、各年度評価の実施結果等を踏まえ、見直し・改善を

図るものとする。 
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令和４年度業務実績評価に係る論点整理表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第２－１－（１） 教育の成果・内容等に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ 全体として、計画に定められた取り組みを順調に進めているものと考えられ

る。しかしながら、社会の変化は早く、取組のスピードが必要。また、県立大

学として、地域貢献等に関する取組の成果を教育活動、特に大学院修士課

程教育の内容等に反映するような取り組みが求められる。 

 

● 中期計画に沿い、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 全体的に計画どおりに進められている。今後も、内容を評価し効果的に進

めていく必要がある。 

 

◆ 「高校生の科目等履修制度」は、受講生から 24 名の入学者が出るなどの

成果が得られており、評価できる。 

 

A  

1 ・全学的な見地から新たな教養教育のあり方を検討し、R6 年度

から実施する新教育課程の素案を作成する。データサイエンス

教育の導入方針を決定する。 

・学部・学科・コースごとに人材育成の目標やカリキュラムを検

証し、必要に応じて変更を行う。さらに、遠隔授業を含めた多様

な授業形態の活用に関して実態の把握を行い、推進方針を検

討する。また、研修会などにより学内での情報共有を図る。 

・国際政策学部では、2022 年度の 2 年次より、育成する人物を

より明確にするため、３コースにそれぞれ２つの領域を設定（３コ

ース６領域制のカリキュラム再編）するが、着実にその学修成果

が上がるように図る。 

・看護学部では、新カリキュラム科目と看護学教育モデルコアカ

リキュラムとの整合性を確認するとともにカリキュラムマップを作

成し、卒業までに修得する能力と科目の関係を明確にする。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 取り組みを進めている内容は、いずれも、有意義、有用性が高いものであ

るが、それぞれの進捗を早めてほしい。 

 

★ 新全学共通教育課程検討会議を設置し素案と検討すべき課題を報告書に

まとめあげ計画に沿っている。教学マネジメント体制について検討が進めら

れているが、より良い体制・制度の構築に努めてもらいたい。 

 
Ⅲ 

 

  

資料 3 

○ 小項目評価基準  
Ⅳ：年度計画を上回って実施している 

Ⅲ：年度計画を順調に実施している 

Ⅱ：年度計画を十分には実施していない 

Ⅰ：年度計画を大幅に下回っている、又は実施していない  

○ 大項目（総括的）評価基準の目安  
Ｓ：特筆すべき進行状況にある（評価委員会が特に認める場合） 

Ａ：計画どおり進んでいる（すべてⅢ～Ⅳ） 

Ｂ：おおむね計画どおり進んでいる（Ⅲ～Ⅳの割合が９割以上） 

Ｃ：やや遅れている（Ⅲ～Ⅳの割合が９割未満） 

Ｄ：重大な改善事項がある（評価委員会が特に認める場合）  

※ 上記の判断基準は、計画の進行状況を判断する際の目安であり、法人 

を取り巻く諸事情を勘案して総合的に判断する  

○ 評価に際しての留意事項 
（山梨県立大学の各事業年度の業務実績評価実施要領より抜粋） 

評価委員会は、業務実績報告書に基づき、法人からのヒアリング等を通

じ、業務の実績等について調査・分析の上、法人の自己点検・評価を検証し、

年度計画の達成状況について評価を行う。 

  特に、法人による自己評価と評価委員会による評価が異なる場合は判断理

由等を示す。  
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

2 ・コロナ禍の先行きは不透明であるが、実践知教育を充実させ

るため、可能な限り地域での活動やオンラインによる海外交流

等を実施するよう努める。 

・英語教育における数値目標の達成に向けて、効果を上げつ

つある EEE プロジェクト（ 2020 年度から実施）を継続し、強化

する。また、TOEIC テスト（IP を含む）で高成績をあげた学生を

表彰する学部内制度も継続する。 

・学生に必要なデータサイエンスのあるべき姿について検討す

るなど、学部の将来構想と連動したカリキュラム改定にむけて、

現行カリキュラムおよび運用方法の点検・評価などを試行する。 

Ⅲ       

 

 

 

3 ・作成したカリキュラムツリー、およびカリキュラムマップを基に、

各授業での教育目標について培われているか検討し、必要に

応じて教育方法を見直し、学修成果の向上を図る。 

・各種実習や「サービス・ラーニング」「教育ボランティア」等を通

し、地域での実践的学びを引き続き重視して行う。 

・福祉コミュニティ学科では、引き続き、国家試験対策を実施

し、合格率の維持に努める。 

・人間形成学科では、引き続き、保育者や教員の資質・能力を

育成し、地域ニーズに応える人材養成に努める。 

Ⅲ       

 

 

 

4 ・演習・学内実習において看護職としての看護実践力を習得で

きるような教育環境整備について検討する。 

・新卒者のすべての国家試験の合格率を概ね 100％となるよ

う、支援する。 

・令和 7 年(2025 年）の助産学専攻科を開設するための検討を

継続する。 

Ⅲ       

 

 

 

5 ・高度人材養成を図る大学院課程創設の実現に向け、具体的

な準備を進める。 

・学部の教育課程再編と連携した大学院構想について、引き続

き検討していく。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 具体的な教育ニーズを踏まえて、プログラムの性格、内容、形態等の検討

を進めるとともに、他大学／機関との連携も併せて検討することが求められ

る。 

 

● 大学院課程の設置に向けた具体的な取り組みを行っており、年度計画を順

調に実施している。 

 

★ 文部科学省からの照会 6点についてしっかり対応し、来年度の設置の準備

を進めて欲しい。 

Ⅲ 

 

6 ・博士前期課程において大学アライアンスやまなしの連携科目

として共通科目に看護政策学、コンサルテーション（県立大提

供科目）、国際看護学特論(山梨大学提供科目)を置き、円滑な

運営を図るとともに、他の科目の連携の可能性を検討する。 

・博士前期課程における若手教員の科目担当の組み入れや、

若手教員のニーズを踏まえた教育研究活動に関する FD・SD

研修会を実施する。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

● 連携科目の充実や若手研究者の育成に取り組んでおり、年度計画を順調

に実施している。 

 

★ 今後も山梨大学との連携を進めて欲しい。 Ⅲ 

 



3 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

7 ・新学習指導要領修了生入試（2025 年度入試）に関する２年前

公表の情報を、県内高校を個別に訪ね積極的・戦略的にアピ

ールし、公正・安心な選抜を行う大学としての県立大の魅力を、

県内高校の進路担当教諭へ確実伝達する。 

・入試広報の機能充実を目的とした高校への積極的訪問を行

える組織として、既存のアドミッションズ・センターを改編・整備

し、高校の進路支援との徹底した協働の素地を構築する。 

・アドミッションズ・センターと関係委員会の機能に関する再定

義を戦略的に行い、高大接続選抜を実現しやすい、入試広報

に強い組織体制作りを更に進める。 

・学部中心にリニューアルしたホームページにより学部情報を

効果的に発信していくとともに、模擬授業やオープンキャンパス

を戦略的に実施することで、優秀な入学者確保につなげる。 

Ⅳ Ⅳ:5 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ 高校訪問、出前講義等の取組を精力的に実施したことは高く評価できる。 

 

● 高校訪問における回数増加、方法改善などによる積極的な取り組み姿勢

が効果的であり、評価できる  

 

★ アドミッションズ・センターと広報委員会が連携を図り、高校訪問等実績を残

したことから組織改編に繋がっている 

 

▼ 広く入学者を募るための施策が年度計画に即して実行されている。 

Ⅳ 

 

8 ・演習科目の評価へのルーブリックの導入を検討し、可能なも

のについては実施する。 

・GPAデータの分析による教育効果の検証を試行する。 Ⅲ       

 

 

 

9 ・博士前期課程・後期課程ともに学位論文審査にルーブリック

方式を導入し、学位審査を厳正に行う。また、博士前期課程の

３つのポリシーの検証と評価を行う。 Ⅲ       

 

 

 

10 ・教学マネジメント推進のための組織体制を整備する。教学マ

ネジメントの観点から、3 つのポリシー、カリキュラムマップ等の

現行制度を点検するとともに、アセスメントプランの項目を検討

する。 

 

Ⅲ       

 

 

 



4 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第２－１－（2） 教育の実施体制等に関する目標 

Ａ:5 Ａ A A A A 

■ 教育の実施体制については、現在、大学行政及び多くの大学において、教

学マネジメント体制の整備・確立が最重要の課題として、取り組みが進めら

れている。中期目標には明確に記述されていないが、むしろ、評価項目１の

進捗状況中に記述された教学マネジメント体制の整備に関することを、本目

標に係る実績として記述すべきである。 

（教学マネジメントを通じて得られた教育活動に関する具体的な成果それぞれ

は、大項目１中の関係項目の成果として記述）→記述済み 

また SPARC 事業は、地域の人的資源の共用、文理横断的プログラムの

提供、その成果を踏まえて学部再編をめざすものであり、山梨県立大学も

SPARC 事業に参加している以上、単に国際政策学部に関係する取り組みで

はなく、大学全体として、大学教育における地域の人的資源の共用、従来の

学部・学科を単位とする教育からプログラムによる教育への転換、これに関

連した教育研究組織の再編等をめざす取り組み等について、「教育の実施

体制等」に関する取り組みとして、きちんと記述すべき。 

 

★ 教員・職員のスキルアップを図るため研修会の開催、動画の配信等工夫さ

れているが、全員が意識して参加できているのかわからない。延べ人数では

なく実人数での参加率はどうなのか。→資料４－１参照 

 

◆ 年度計画通りに進んでいると思うが、この大項目には小項目が一つしかな

い。項目の設定については改善の余地がある。 

 

▼ 教育の実施体制について年度計画に即して進捗していると評価する。 

A  

11 ・全学的なテーマ別研修会等を企画し実施評価する。特に、ア

フターコロナを見据えての課題、大学アライアンスやまなしとの

連携における課題、学生の健康支援などのテーマを企画でき

るよう検討する。また、学生による授業評価を継続し、その結果

を公表する。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ FDの本来の目的は、学部・学科等における教育目標・修得目標、それら目

標と授業科目の紐付け、各授業科目の目標・内容等を、関係教員間で確認

し、共有することにより、大学教育を個々の教員の授業の集積ではなく、学

部／学科等を単位とする組織的な教育活動にすることにある。そのような本

来の FDの目的に沿った活動の実施状況が記述されていない。 

 

● ＦＤ・ＳＤやアンケートの実施は順調に行われているが、改善事項や効果に

ついて説明が必要 

 

★ 研修会を 6回開催し、動画配信も行っているが、延べ人数となっているが、

受けていない人への働きかけは行っているのか。学生の評価については回答

率を上げるように努めてもらいたい。→資料４－１参照 

 

▼ 授業評価の回答率の増加により、評価内容の質の向上が期待できる。 

Ⅲ 

 



5 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第２－１－（３） 学生の支援に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ 計画された取り組みを着実に進め、十分な成果をあげたことは高く評価され

る。大学を設置管理する法人の活動としてはこれで十分かもしれないが、県

の独立行政法人としては、県内の私立大学、専門学校等にも、学生支援に

関する連携の環を広げていくことを検討してほしい。 

 

★ 就職支援など成果が出ている取組みがある。学生が健康で充実した生活

を送れるよう、LGBTへの理解を進め対応できる体制も必要ではないか。 

 

◆ 年度計画通り進んでいると思う。この大項目においては、年度計画の文言

が、「・・・スキルアップを図る」「・・・の機会を広げる」などの表現が多く、目標

設定が具体的でないため評価しにくい。 

 

▼ 年度計画に沿って、学生の支援体制が、金額面/精神面にもサポート体制

が出来ていると判断する。 

A 

 

12 ・職員は、学生の多様な意見に対応できるように、相談支援の

基本的なスキルの向上を図る。 

・学生相談窓口での対応を、専門部署へつなげられるように学

生支援のための連携協議会などを活用しながら、部署間の連

携を図る。 

Ⅲ       

 

 

 

13 ・学生相談窓口、クラス担任制あるいはチューター制度等を通

じて、きめ細やかな相談・学修支援を行うとともに、学修履歴の

管理、活用方法を検討する。 

・図書館では新型コロナの状況を見ながら、学生が図書館やラ

ーニングコモンズを安全に利用できる環境の継続ならびに整備

を行い支援する（新型コロナウイルス感染防止対策の徹底、空

き状況の開示、活用例の提示など）。 

Ⅲ       

 

 

 

14 ・授業料減免や支援情報の提供を確実に行うとともに、情報を

共有して学生支援に生かす。 

  

Ⅲ 
Ⅳ:1

Ⅲ:4 
Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 健康管理システムへの各種データの蓄積、学生対応を要する様々な業務

担当部署間での情報共有を実現して、各業務活動に反映したことは高く評価

できる 

（情報共有の方法等によっては学生業務 DX として対外的にアピールできるの

では） 

 

● 健康調査や学生支援の連携協議会に加え学生への情報提供が適切に行

われており、年度計画を順調に実施している。 

 

★ こころの健康調査をコロナ禍の影響が懸念される２・３年に拡大したことは

良いが、回答率はどうだったのか。→資料４－１参照 

 

◆ 年度計画が大まかすぎる。 

 

▼ 授業料の減免やメンタルのケアについて年度計画に即して実施されている

ことを確認できた。 

Ⅳ／Ⅲ 

 



6 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員
長 

●
一
之
瀬
委
員 

★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

15 ・キャリアコンサルタントや専門機関等との連携により、専門家

の見地から幅広い就職支援を実施する。また、新卒就職サイト

運営企業と連携し、ガイダンスの他、筆記試験対策、情報提供

や実践講座を実施し、内定獲得に向けたスキルアップを図る。 

Ⅳ Ⅳ:5 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ キャリアコンサルタントや専門機関との連携を着実に進めたこと、そのこと

が結果に結びついたことは評価できる 

（就職支援に限らず、他の業務においても学外の専門事業者／機関との連携、

協働を進めることが望まれる） 

 

● 就職相談体制の拡充や就職支援講座の回数増などの取り組みおよびその

効果を評価する 

 

★ キャリアコンサルタント等との連携により、学生の相談への対応件数が増

え、就職新講座の参加者も増加したことから内定率が上昇したことにつなが

ったと評価できる。これを継続してほしい。 

 

◆ 過去 11年間の平均値や前年度比を大幅に上回る成果が得られているの

で、自己評価を追認する。 

 

▼ キャリアコンサルタントなどの連携により、支援窓口が充実することで内定

獲得についての支援体制が出来ていると判断する。 

Ⅳ 

 

16 ・COC+R の取組として実施する PENTASYAMANASHI 科目の

履修や関係支援団体のイベントへの参加を推進することで、多

様な企業や専門家と繋がる体験型学習の機会を広げる。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 計画に定められた取組を着実に実施している。 

 

● 機会提供については中期計画に沿い、年度計画を順調に実施している 

 

★ 学生の関心を高め、視野を広げるのに良い取り組み。多くの学生が参加で

きる体制づくりを進めて欲しい 

 

▼ 年度計画に即して、多様な企業や専門家と繋がる体験型学習の機会が設

けられている。 

Ⅲ 

 

17 ・大学アライアンスやまなしの枠組みを活用し、山梨大学と連携

した、採用試験対策や企業説明会の開催など、相互協力により

就職支援の充実を図る。 

 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 計画に定められた取組を着実に実施している。 

 

● 共同事業等について中期計画に沿い、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 大学アライアンスやまなしの枠組みの活用ができている。今後もより効果的

に活用を進めて欲しい。 

 

▼ 大学アライアンスやまなしの枠組みの活用から、あらたに IT企業や理系企

業の面談が可能となり、より選択肢が増えていることが評価できる。 

Ⅲ 

 

  



7 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

２－２－(１) 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ No20 と連動したプロジェクト研究については「大項目⑤」に記述したとおりで

あるが、山梨大学との共同研究については、単に WGの設置を決定しただけ

で、取組の成果と言えるものではなく、本来であれば「B」評価とすべきとこ

ろ、No20 と連動したプロジェクト研究成果により「A」とする 

 

● 法人自己評価を尊重するが、ＷＧの設置内容や活動について説明が必

要。 

 

 

★ 大学アライアンスやまなしで WGが設置できたことは、研究を推進していく

のに第一歩となる。今後は、WGがいかに効果的に運用でき研究実績を出せ

て行けるかが大事になる 

 

◆ 年度計画通りに実施されていると思うが、大項目②と同様に一つの小項目

の評価結果が大項目の評価として反映されるため、項目の設定については

改善の余地がある。 

 

▼ 公立大学としての意義を踏まえ、地域の課題や社会保要請に対応し、年度

計画に即していると判断する。 

A 

 

18 ・アライアンスやまなしでの連携の中で、大学間の共同研究を

推進できる仕組みを検討する。 

・No.20 と連動したプロジェクト研究を推進する。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

● 法人自己評価を尊重するが、ＷＧの設置内容や活動について説明が必要 

 

★ 山梨大学と共同研究 WGの設置ができたのは第一歩。公立大学として地

域に還元できる研究を進めて欲しい 

 

▼ 年度計画に即してプロジェクト研究が推進されており、地域研究に即した重

点テーマとなっている。 

Ⅲ 

 

19 ・学外委員を含めた組織で、研究成果を客観的に評価する仕
組みを構築する。 
・ホームページの「教員プロフィール」と research map を連動さ
せ、研究成果を積極的に発信する。 

Ⅲ       
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第２－２－（２） 研究実施体制等の整備に関する目標 

 

S 

or 

A 

A A A A 

■ （今後、一定の研究成果が得られれば「S」評価も） 

１）県立大学の使命として、「No20」に示されたような地域研究課題と全学部関

与という研究活動を、今後とも、地域、テーマを変えながら継続することが強

く望まれる。 

２）また、今後、研究成果等を大学院／学士課程の教育に反映することが望ま

れる。 

＜「No20」の記述内容を「地域貢献」に関する実績欄にも重複記述してください

＞ →実績報告書に記載済み 

 

★ 地域研究交流センターが地域的・社会的にニーズの高い研究テーマを選定

し、３学部が協働し地域にフィードバックできたことは評価できる。継続し、地

域に貢献できる研究を進めて欲しい。 

 

◆ 順調に年度計画が実施されていると思う。大項目②④と同様に一つの小項

目の評価結果が大項目の評価として反映されるため、項目の設定について

は改善の余地がある。 

 

▼ 研究テーマは地域社会の貢献への貢献が期待できると判断する。 

 

Ｓ／Ａ 

 

20 ・地域的・社会的なニーズの高い研究テーマを新たに選定し分

野を超えた独創的なプロジェクト研究をスタートさせる。 

Ⅲ 
Ⅳ :1

Ⅲ:4 
Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 県内の特定地域をベースに、学際的でしかも社会実装に結びつきやすいテ

ーマの下に、参加教員の所属が全学部に及んでいることは、高く評価でき

る。 

 

● 地域課題に即した研究を実践しており、年度計画を順調に実施している 

 

★ 実施体制として地域研究交流センターが研究テーマを決定する機能を発揮

できることが大事。身延町をフィールドに３学部の教員が協働する形で実施

でき、地域貢献につながる内容で結果を町にフィードバックできたことはとて

も良かった。 

 

▼ 「地域的・社会的なニーズの高い研究テーマを新たに選定する」としている

年度計画に沿って、深刻な地域社会テーマを選定している。研究結果とフィ

ードバックの効果を期待したい。 

Ⅳ／Ⅲ 

 

21 ・研究担当理事を中心として、研究倫理教育研修の実施と受講

の徹底を図る。併せて、研究倫理の啓蒙活動を継続していく。 

・各学部倫理審査委員会の機能と課題を明確にする。 

Ⅲ       

 

 

 

22 ・学会等から表彰を受けたり、査読付優秀論文を発表した若手

研究者を表彰し研究費に反映する「若手研究者奨励賞」を新

設する。 

・「教員業績評価」における研究活動の評価基準を見直し、学

内に公表する。 

Ⅲ       

 

 

 



9 

 

小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第２－３ 大学の国際化に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ COC+Rに関連した取り組み、アライアンス山梨の枠組みを活用した取り組

みとしての位置付けをより鮮明にすることが望まれる。 

  

★ JICA横浜セターと連携覚書を締結することで、国際交流が広がり様々な活

動が実施されている。どの学部の学生でも希望することで参加できる体制と

なっているのか。 

 

◆ 年度計画通り進んでいると思う。国際化を推進する取り組みが種々行われ

ている。 

 

▼ 国際交流の取り組みが年度計画に即して実施されている。 

A 

 

23 ・JICA や海外大学等、県内外の関連機関との連携の構築・強

化を行い、学生の（ボランティア）留学や国際交流等、実質的な

活動につなげていく。 

・コロナの感染状況にもよるが、交換留学による海外留学と外国

人留学生をコロナ禍前の状況に戻すよう努力する。状況によっ

ては、オンライン上で留学経験ができる仕組みを検討する。 

Ⅳ 
Ⅳ:3

Ⅲ:2 
Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ 計画された取り組みを着実に実施したものと評価できるが、活動内容は大

学として一般的なものと考えられる。 

 

● 学生の留学や国際交流には成果が見られるが、地域の国際化への取り組

み度合いから、Ⅲが相当 

 

★ 様々な取組が実施され、国際交流が図れている。この取り組みは全学部の

学生が参加できるのか、一部の学部に限られるのか。→資料４－１参照 

 

▼ 年度計画における、オンライン上で留学経験ができる仕組みを検討したこと

に関するコメントの記載が確認できない。 

→業務実績報告書に追記。要旨は資料４－１にも記載 

 

Ⅳ／Ⅲ 

 

24 ・留学生のための新しい日本語教育カリキュラムを、山梨大学と

の連携の元、始動させるとともに、山梨大学と共同して国際交

流及び留学生交流事業を実施する。 

・COC+R の取組において、医療・福祉・教育現場等における国

際化・多文化化の課題に対応できる人材の育成を図る「多文化

共生人材育成プログラム」を新設し、学生や社会人等に対して

教育の場を提供する。 

 

Ⅲ 
Ⅳ:1 

Ⅲ:4 
Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 多文化共生人材育成プログラムとしての 10科目開設は、大学規模を考慮

すれば、努力を要した取り組みと考えられ、また、プログラム実施における地

域の団体との連携、多数の社会人の受講、そして何よりも県内における外国

人居住に関連した課題の設定は、「国際化等」に関する取り組みであるととも

に「地域貢献等」に関する取り組み、また大学外の事業体・団体との連携に

関する取り組みでもあり、高く評価できる。 

 

● 年度計画通りの進捗が伺われ、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 留学生の日本語力に合ったカリキュラムを提供することができたので、それ

を積み上げて行ってほしい 

  

▼ 年度計画に即した取組が確認できる。 

Ⅳ／Ⅲ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第３ 地域貢献等に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ 地域の産業経済活動や社会活動への人材供給、地域の課題をテーマとし

た研究活動、アライアンス山梨の枠組みを活用した取り組み、COC+Rによる

取り組み等を、地域貢献の観点から整理し、「地域貢献等」に関する取り組

みとして位置付け、記述し、県民に対して報告することが求められる。 

 

★ 様々な取組を行うための体制づくり、実施、結果ができている。特に地域貢

献では活動報告会を一般市民に公開できたことは評価できる。 

 

◆ 県立大学の特徴を生かして、積極定に地域貢献につながる活動がなされて

いる。評価は「A」であるが、大項目の中で、最も高く評価できる。 

 

▼ 地域貢献について年度計画に即して実施されている。 

A 

 

25 ・「山梨県立大学地域人材養成センター」を設置し、COC+R の

取組を組織的・全学的に展開する。 

 理事長を長とする「地方創生機構」において学内の連絡調整

会議を立ち上げ、各センター間の連携強化に向けて検討す

る。 

・地域のニーズや課題を的確に把握した活動を支援し、地域の

活力向上に貢献するため、新たに教員の地域貢献活動支援事

業と学生の地域貢献活動支援事業を実施する。 

Ⅲ 
Ⅳ:1

Ⅲ:4 
Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ （「No20」の記述をこちらにも加えることを前提として）→業務実績報告書に

追記 

従来、社会人教育、（直接的な）地域連携活動、教育現場との連携の３つ事

項を想定していたものに加えて、地域の課題に関する研究に取り組んだこと

は高く評価できる。 

 

● 地域交流センターの活動等も活発に行われており、年度計画を順調に実施

している。 

 

★ 学内統括連絡調整会議を開催し、学内での共有や課題検討ができる体制

ができたことは評価できる。地域貢献活動支援事業については、活動報告

会を開催し、一般市民にも公開できたことは良かった。 

Ⅳ／Ⅲ 

 

26 ・COC+Rの取組において、事業協働機関に所属する実務家等

と教育プログラムに関する意見交換を複数回実施するとともに、

社会人等が受講しやすいよう、オンライン方式、オンデマンド方

式、遅い時間帯や休日における授業の実施を積極的に取り入

れる。 

・子育て支援員養成研修や市民後見人養成基礎講座等の公

開講座やリカレント講座を学部と連携して開催する。また、

SDGs をテーマとしたフォーラム等のイベントを企画し、社会人

の課題解決ニーズや学び直しニーズに応える。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 計画した取り組みが着実に進展している。 

 

● 子育て支援員や後見人の養成など地域の課題に即した取り組みを行って

おり、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 社会人等が受講しやすい取り組みにより、目標値を超える受講者が獲得で

きた。 

Ⅲ 

 

27 ・社会人等に対するデータの分析・利用に関する教育につい

て、大学院課程の設置構想を含めて検討を進める。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ （根拠資料中の、問題発見や課題解決に関する科目資料では、場所が県

立大学であること以外に、県立大学の関与をうかがわせる記述がない） 

→業務実績報告書に追記 

 

● 資格取得も可能な講座を開催しており、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 山梨大学との連携等により実施できていることから、今後も連携を図り推進

して欲しい。 

Ⅲ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

28 ・産学官金が連携して地域の高等教育に積極的に関わる「地

域連携プラットフォーム」の立ち上げに向けて、山梨大学や県

等の関係機関と協議する。 

・教員の地域貢献活動支援事業（地域研究事業）を通じて地域

の諸団体と連携を強化するとともに、教員を各種講座や事業に

講師等として派遣することによって大学の知的資源を積極的に

地域に還元する。 

・人間福祉学部「福祉・教育実践センター」では、子育て支援講

座や介護予防相談会等、幼児から高齢者まで地域ニーズにそ

った多様な講座を実施し、地域課題解決に向け、引き続き取り

組んでいく。 

Ⅳ Ⅳ:5 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ 計画された取り組みを積極的に進めて一定の成果をあげていることは評価

できる。ただ、大学と地方公共団体、地域の企業や団体等が一体となって大

学発スタートアップの形成支援や起業家教育を進める取り組みは、全国的に

実施されていて、国からの財政支援も実施されている。そのような全国各地

の取り組みと比べて、山梨県における取り組みがどのような特徴を持ち、ど

のような成果をあげているかについて、説明がない → 説明が追加されれ

ば評価を再考。また、中期計画では COC+R事業についても言及されている

のに、その取り組み状況の記述がない。→特に、COC+R事業によるプログ

ラム実施と社会人の参加に係る、地域の団体・企業等との連携について明

確に記述することが肝要。（そうであれば評価を再考） 

→業務実績報告書に追記 

 

● プラットフォームの立ち上げや新規交流事業の実施を評価する。 

 

★ 地域連携プラットフォームの立ち上げを本学が中心となり、想定を上回る期

間が参画して立ち上げられたことは高く評価できる。 

 

Ⅳ 

 

29 ・高等学校等に在学する者が科目等履修生として本学の授業

科目を履修できることとし、複数回の募集を行うとともに、制度

周知に向けた高等学校への説明やイベントの開催を行う。 

・高校訪問を強化することにより、高校教員とより良い関係を構

築し、効果的な高大連携実施のための基盤を整備する。 

・教育委員会と連携し、小・中学校へ学生による教育ボランティ

アを派遣し、引き続き、地域の教育支援を実施する。 

・山梨県幼児教育センターと連携し、地域の保育者への指導援

助を行う。 
Ⅳ Ⅳ:5 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ 同上 

（例えば、他地域においては、Super Science High School を主体としての取

り組みや Start-up Eco-system拠点都市における取り組みであるのに対し

て、一般的な高校を対象とする取り組みであるとか、など） 

（なお、会議の開催や意見交換の実施だけでは評価対象となる取り組みとし

ては不十分） →業務実績報告書に追記 

 

● 高校生の科目等履修生の実績および新規交流事業の実施を評価する。 

 

★ 高校生の科目等履修生が想定を超えた人数が確保でき、入学にもつなが

ったことは評価できる。小中学生との連携も行われているが少しずつでも広

がると良い。 

  

▼ 高校生の科目履修生としての受け入れ体制の確立と周知の成果が出てい

ると判断する。 

 

Ⅳ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

30 ・関係支援団体と連携し、県内企業について実践型のインター

ンやイベントを紹介することにより、学生が自身のライフキャリア

を考える契機を創出する。また大学アライアンスやまなしの枠組

みを活用し、山梨大学や県と連携を図り、合同説明会等を実施

する。 

・COC+Rの取組において、「ビジネス構想力・経営マインド醸成

プログラム」「多文化共生人材育成プログラム」「次代を担うアン

トレプレナー養成プログラム」を新たに立ち上げるとともに、５つ

の教育プログラムについてＨＰやリーフレット等を用いた広報活

動を徹底し、目標値（学生 100 名、社会人等 70 名）を超える受

講者を確保する。 

・ 感染管理分野の特定行為研修を組み入れた新認定看護師

教育課程の令和5年度開設に向けて準備を行う。・看護実践開

発研究センターの 5機能（認定看護師の育成・支援、高度実践

看護職業人の支援、看護継続教育の支援、看護実践の開発と

研究支援、情報発信）の評価と見直しを行う。 

Ⅳ 
Ⅳ:4

Ⅲ:1 
Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 

■ 県内就職率が向上したこと、COC+R事業によるプログラムに多数の学生、

社会人が参加したことは高く評価できる。 

 

● 県内就職促進のための事業を積極的に実施し、県内就職率が過去最高に

なった実績を評価する。 

 

★ 全学部就職者の 50.6％が県内就職となり過去最高値となったことは、就職

に向けて県内企業との接点を工夫して創出した結果でもあると思う。 

 

◆ 県内就職促進のための事業を積極的に実施し、県内就職率が過去最高に

なった実績を評価する。 

 

▼ 県内就職率が昨年よりも増加しているが、引き続き県内企業への理解へ

のアプローチを続けていかれることを期待したい。 

Ⅳ／Ⅲ 

 

第４－１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

A:4 

B:1 
B A A A A 

■ 社会が大きく変化し、それに関連して制度も様々に変化している状況の下

では、従来のように検討を重ねて十分な仕組みを構築するというやり方でな

く、スピーディーな検討と試行的な仕組み導入を並行し、その結果を踏まえ

て、さらに検討と試行を行い、状況に応じて仕組みを柔軟に変更していくとい

う手法を採ることが求められている。 

 

★ 山梨大学との連携することで相互に受講できることで効率性が高まる。引

続き WGを開催し経営改善・業務改善を検討してほしい。定量的評価指標に

ついては先行事例を基に本学に則した指標となるよう検討を進める 

 

◆ 年度計画通り進んでいると思うが、年度計画の達成目標が定量的、あるい

は具体的に示されていいないため、評価が難しいと感じた。 

 

▼ 年度計画をもとに進んでいると判断する。 
 

Ａ／Ｂ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

31 ・教学マネジメントの推進と定量的評価指標に基づく組織評価

の実施に向けて、具体的な方策を検討する。 

Ⅲ 
Ⅲ:4 

Ⅱ:1 
Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 法人としての目標とそれに向けての進展に関する具体的な記述がみられな

い。（例えば、「試算した」とあるのを、学部、学科、その他の教育研究組織別

に試算し、部局別のコスト把握を行い、その把握が適切なものかどうか、さら

に〇〇のような要素についての部局別の把握が必要ではないか等について

の検討を進めている、など） 

（目標（教育研究組織別等のコスト把握）とそれに向けての具体的な取り組み

に関する記述を追加すれば評価変更） →業務実績報告書に追記 

 

● 中期計画の達成に向けた取り組みを着実に進めており、年度計画を順調に

実施している。 

 

★ 定量的評価指標に基づく組織評価に向けた調査を実施し、一部検討できて

いることから計画通りに進んでいると判断できる。 

 

◆ まさに、この項目の到達目標が定量的でないため、自己評価を追認せざる

を得ない。 

 

▼ 定量的評価指標についてリサーチを行い、参考となる例を抽出し検討され

ており、年度計画を十分に実施している。 

Ⅲ／Ⅱ 

 

32 ・令和４年度の大学人事方針を策定し、優秀な外国人や若手

の教員の積極的な採用を進めるとともに、適正かつ透明な人事

のあり方を検証し改善を図る。 

・引き続き専門性の高い教員の確保に努める。また、大学運営

全般に精通した職員の育成のため、適切な人事配置を行うとと

もに、山梨大学職員との人事交流を継続実施する。 

・教員業績評価及び職員人事評価を実施し、その結果を昇給

等へ反映させる。また、優秀な教職員に対する理事長表彰を実

施する。 

・事務局全体の業務量を定量的に把握した上で、現在の大学

機能を維持するための本来必要な人員体制について検討す

る。 

Ⅲ       

 

 

 

33 ・専門的知識・能力を有する人材の育成を図るため、山梨大学

との人事交流を継続するとともに、研修への積極的な参加を促

す。 

・事務局内に経営改善・業務改善を推進するワーキンググルー

プを立ち上げ、DXを含めた事務の効率化を進める。 

 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 一般的な研修の実施は、法令等に定められた当然の責務であって、評価

対象とはならない。 

  DXについては、具体的な検討の方法や内容に関する記述がなく、評価でき

ない（具体的な記述があれば、評価を変更） →業務実績報告書に追記 

 

● 人事交流や人材育成、業務改善ＷＧの立ち上げなど合理化・効率化に向

けた取り組みが行われており、年度計画を順調に実施している。 

 

★ 経営改善・業務改善 WGを立ち上げ結果も出ている。人事交流については

実施できたことは良いが、成果について評価していく必要がある。 

 

▼ DXを含めた事務の効率化は引き続き検討が必要である。現在ある資源を

有効活用するために経営改善項目リストを作成し課題を認識している。 

Ⅲ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第４－２ 財務内容の改善に関する目標 

S:1 

A:4 
S A A A A 

■ 採択件数が全国で数件という SPARC事業を獲得できたこと、また、医療人

材養成に係る大学としての組織的教育活動に対する競争的資金を獲得でき

たことは、非常に高く評価できる。 

 

★ 外部資金の獲得ができ成果が出ている。今後も更なる外部資金の獲得拡

充に向け検討すること。大学アライアンスやまなし、山梨大学との連携を図

り、財務内容の改善を図ること。 

 

◆ 外部資金の獲得件数・額が伸びている。SPARCに採択されたことは高く評

価できる。 

 

▼ 山梨大学との連携により外部資金を獲得し、また、経営改善リストを作成し

た対応が評価される。 

Ｓ／Ａ 

 

34 ・科研費の申請書類添削サービスを継続実施することで、教員

の科研費獲得を支援するとともに、大学アライアンスやまなしの

枠組みを活用し、山梨大学における外部資金獲得のノウハウの

導入を検討する。 

・事務局内に経営改善・業務改善を推進するワーキンググルー

プ（再掲）を立ち上げ、寄付金の増加やネーミングライツの導入

等について検討する。 

Ⅳ Ⅳ:5 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

■ 採択件数が全国で数件という SPARC事業を獲得できたこと、また、医療人

材養成に係る大学としての組織的教育活動に対する競争的資金を獲得でき

たことは、非常に高く評価できる。 

 

● SPARCによる資金獲得を始めとして、新たな外部資金の獲得を評価する。 

 

★ 補助金の活用等により外部資金の獲得ができ成果が出ている。大学アライ

アンスやまなしにおける WGに参画し更なる外部資金の獲得拡充を図ること 

  

▼ 山梨大学と連携した外部資金獲得のノウハウの導入を検討する計画のも

と、実際に外部資金の獲得となったことを評価する。 

Ⅳ 

 

35 ・他大学の動向を把握するため近県の国公立大学の授業料に

ついて調査を行った上で、適切な金額について検討を行う。 
Ⅲ       

 
 

 

36 ・事務事業の効率化を図るため、各種規程やマニュアルの見直

しを進める。また、共同調達の対象品目や対象業務の拡大に

ついて山梨大学と検討を進めていく。 

 
Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 山梨大学との一括購入サービスの利用や共同調達が着実に進められ、一

定の成果をあげているものと評価される。 

 

● ＷＧの立ち上げによる事務処理の効率化への取り組みや共同調達の実施

により、年度計画を順調に実施している。 

 

★ WGにおいて支出決議の事務処理の効率化を図れている。山梨大学との共

同調達については継続的に検討を進めること。 

Ⅲ 

 

37 ・コロナ禍にあっても、適切な感染対策を実施しつつ、効果的

に施設を活用してもらうため、コロナ対応方針の警戒レベルに

応じた貸出を実施する。 

・現在未利用となっている池田キャンパスのグラウンドの活用に

ついて検討を行う。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 有料での施設の一時貸与の増加状況について、具体的に記述されたい。 

 →業務実績報告書に追記 

 

● 中期計画の達成に向けた取り組みを着実に進めており、年度計画を順調に

実施している。 

 

★ コロナ禍においても基準を策定し警戒レベルに応じた施設の貸出を再開で

きた。 

 

▼ 未利用の資源の有効化を検討し実行しており、資産の管理改善が計画通り

に実施されていると判断する。 

Ⅲ 
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

第４－３ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する

目標 

A:5 A A A A A 

■ 中期計画に定められた内容自体が、管理運営に関する目標であるにもか

かわらず教育研究活動に関する適格確認制度である認証評価を引用して記

述し、これと内部監査機能に関することがらを併記するという中途半端な内

容となっていることから、年度計画とその進捗状況等の記述も、法人としての

当然の責務と履行を記述しただけのものになっている。ここで本来記述すべ

き内容は、定量的評価指標に基づくコスト把握を含めて、法人として、その設

置・管理運営する大学に係る活動内容別（教育／研究／地域貢献等）、ある

いは事業部門別の、資源（資金・人員・スペース等）配分状況、活動状況、成

果の把握とその公表である 

 

★ 監査体制が整備できた。内部監査機能の質の向上に向けて取り組んでい

ると思うが、何をもって判断したのか。 

 

◆ 年度計画通り進んでいると思うが、大項目②④⑤と同様に一つの小項目の

評価結果が大項目の評価として反映されるため、項目の設定については改

善の余地がある。  

A 

 

38 ・事業支出の妥当性、効率性、成果確認に関して内部監査を

実施するとともに、調査書の改善を図る。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

● 法人自己評価を尊重するが、監査結果や改善への取り組みについて説明

が必要 

 

★ 監査体制が整備できた。質の向上は何をもって判断できたのか。 

 →資料４－１参照 

 

◆ 年度計画が大まかである。 

 

▼ 年度計画に沿った進捗を確認できる。 

Ⅲ 

 

第４－４ その他業務運営に関する目標 

A:5 A A A A A 

■ 計画された取り組みが着実に進められていると評価される 

持続可能な社会づくりに係るサントリーグループとの産学連携については、

今後、さらに具体的な研究活動への支援や学生や社会人に対する教育課程

内外の教育活動（例えば、他大学との連携授業や大学が主導する部活動な

ど）に反映していくことが望まれる。 

 

★ SDGsの推進に大学だけではなく、民間会社と連携協定を締結したこと、更

に県等との連携が図れて取り組んだことは評価できる。 

 

◆ 順調に年度計画が実施されていると思う。大項目②④⑤➉と同様に一つの

小項目の評価結果が大項目の評価として反映されるため、項目の設定につ

いては改善の余地がある。 

A 

 

39 ・リニューアルしたホームページを中心としつつ、「note」といっ

た SNS ツールも活用して、魅力ある大学情報を積極的に PR し

ていく。 
Ⅲ       

 

 

 

40 ・大学施設の長寿命化計画に基づき、施設、設備の計画的な

整備を行う。 

・コロナ禍にあっても、適切な感染対策を実施しつつ、効果的

に施設を活用してもらうため、コロナ対応方針の警戒レベルに

応じた貸出を実施する。 

Ⅲ       
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小
項
目 

年度計画 
法人 

評価 

委員 

評価 

■
德
永
委
員

長 ●
一
之
瀬
委

員 ★
小
川
委
員 

◆
黒
澤
委
員 

▼
山
口
委
員 

委員コメント等 

委員会 

評価 

(案） 

備考 

41 ・情報セキュリティへの注意を促し、情報管理意識の向上を図る

とともに、これまでの経験を踏まえ、新型コロナウイルス感染拡

大防止に向けた対応方針の的確な運用を図る。 

・健康診断や健康相談、ストレスチェック等について、より周知

を徹底し利用を促すとともに、事後フォローを強化して、教職員

の健康の保持増進に取り組む。 

Ⅲ       

 

 

 

42 ・ハラスメント防止に関する情報提供や相談活動、アンケートの

実施により、人権意識の向上等を図るとともに、持続可能な社

会づくりに向けた地域活動との連携に努める。 

Ⅲ Ⅲ:5 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

■ 計画された取り組みが着実に進められていると評価される。 

 

● ハラスメントの防止や相談への取り組みおよびＳＤＧｓ フォーラムの開催な

ど、年度計画を順調に実施している。 

 

★ SDGsの推進に大学だけではなく、民間会社と連携協定を締結し、更に県

等との連携が図れている 

 

▼ 社会的責任に対して、ハラスメント防止に関する年度計画に沿った実績が

確認でき、また、持続可能な社会づくりについて外部団体と連携して進めて

いることが確認できる。 

Ⅲ 
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○全体を通して（自由記入） 
 

 

■ 德永委員長 

○ 地域貢献に関する活動とその成果は、SPARCの採択、身延町における３学部の教員が参加しての研究活動など、高く評価できるものであり、まさに県立大学に望まれる活動と成果であると考え

られる。 

○ 大学における教育、研究、地域貢献等の活動、管理運営等は、互いに関連しているものであるので、記述が重複しても、それぞれの事項に該当する取り組み、進捗状況、成果等については、そ

れぞれ記述することが必要で、特に、地域貢献に関する活動については、県立大学の使命と県民に対する情報提供を踏まえて、関係する事項にそれぞれ記述願いたい。 

○ また、特に、地域課題の探求等については、研究活動と並行して、それらを克服する、あるいはそれらを踏まえた産業経済／社会／行政活動等を担う人材を育成することが求められることか

ら、直ぐに教育活動に反映することは難しいとしても、それに向けての課題認識／目標設定／検討状況等を併せて記述してほしい。 

 

● 一之瀬委員 

 〇 令和４年度は第３期中期目標期間の初年度であるが、各評価項目とも中期目標を見据えた着実な取り組みが行われ、SPARCの採択を始めとして順調な滑り出しになったと評価できる。 

○ 中でも、高校生の入学対応や卒業生の県内就職対応については、特に注力して取り組んだことが伺われ、年度中に順調な成果を上げるとともに、次年度以降もその成果が期待できる。 

○ 一方で、第３期中期目標期間は、人手不足、人材不足が深刻化する中にあって、社会人のリカレント教育やリスキリングを集中的に行うことが求められる期間であり、次年度以降は、これらに

おける取り組みを充実し、効果的に実施することを期待する。 

 

★ 小川委員 

○ 膨大な資料を用意していただけたので評価するのに参考になりました。 

○ 大学アライアンスやまなし、山梨大学、行政等との連携を図り、WGを設置し検討を進めていることがよくわかりました。 

○ その成果をどのように可視化して SDGsの推進に大学だけではなく、民間会社と連携協定を締結し、更に県等との連携が図れていくのか。 

○ 研究結果や成果を一般市民が参加できる形で発表していることはとても良いと思う。地域貢献は大きな本学の役割なので、今後更に進めていく事を期待しています。 

 

◆ 黒澤委員 

○ 年度計画に定量的な指標（KPI）が示されていないので、到達目標に対して、その年度の進捗状況がどうなのか、という観点で評価することは困難であった。 

○ 具体的な成果が数値で示されている項目は比較的評価しやすいが、年度計画に目標値が示されないと、その成果の数値がどのような意味を持つのか不明確になってしまうため、やはり正しく評

価することは難しい。 

○ 前年度比で数値が増大しているなど、客観的にみて活動が活発化していると判断されるものや、新たな組織が整備され活動が開始されたものは、わかりやすい成果であり、評価しやすい。 

○ 根拠資料を提供いただいたので、エビデンスを確認できたことはよかった。 

 

 

▼ 山口委員 

 ○ 近年のコロナ禍による柔軟な対応や、人口減少に伴う地域貢献への対応など、県立大学として県民から期待される事象が多岐にわたっているが、アライアンスやまなしに基づいて山梨大学と連

携して対応している点が確認できた。 
 

 


